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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第130期 第131期 第132期 第133期 第134期 第135期

決算年月 平成15年３月平成16年３月平成17年３月平成18年３月平成18年12月平成19年12月

売上高 (百万円) ― 34,01032,43233,60827,84237,633

経常利益 (百万円) ― 2,833 2,745 1,820 2,624 3,843

当期純利益 (百万円) ― 1,425 1,435 1,010 1,239 386

純資産額 (百万円) ― 12,53513,54521,62823,76323,727

総資産額 (百万円) ― 95,82392,901106,560114,978111,918

１株当たり純資産額 (円) ― 126.21136.40173.74176.62175.59

１株当たり当期純利益 (円) ― 14.23 14.34 9.17 9.96 3.10

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 13.1 14.6 20.3 19.1 19.5

自己資本利益率 (％) ― 12.2 11.0 5.7 5.7 1.8

株価収益率 (倍) ― 13.4 14.0 24.8 18.5 50.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― 8,232 2,252 2,922 △ 68 7,984

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― △21,954△2,899△4,026△5,496△1,071

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― 15,739 985 2,182 5,819△6,374

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) ― 2,634 2,972 4,051 4,306 4,845

従業員数
(ほか、平均臨時雇用者数)

(名) ―
598
(43)

594
(40)

582
(46)

581
(45)

589
(42)

(注) １　第131期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　平成18年６月29日開催の定時株主総会で決算期を３月31日から12月31日に変更いたしました。

　　これに伴い、決算期変更の経過期間となる第134期は９ヶ月間となっております。

５　純資産額の算定にあたり、第134期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第130期 第131期 第132期 第133期 第134期 第135期

決算年月 平成15年３月平成16年３月平成17年３月平成18年３月平成18年12月平成19年12月

売上高 (百万円) 24,39527,71925,55426,14521,86028,958

経常利益 (百万円) 2,593 1,870 1,756 1,180 2,096 3,238

当期純利益 (百万円) 1,525 1,359 1,039 756 1,016 162

資本金 (百万円) 4,961 4,961 4,961 8,415 8,415 8,415

発行済株式総数 (千株) 99,22599,22599,225124,435124,435124,435

純資産額 (百万円) 10,85812,39113,00520,83420,95920,607

総資産額 (百万円) 91,76072,27671,01685,98195,18593,217

１株当たり純資産額 (円) 109.31124.75130.96167.37168.46165.63

１株当たり配当額
(1株当たり中間配当額)

(円)

(円)

4.00

(―)

4.00

(―)

4.00

(―)

4.00

(―)

3.00

(―)

4.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 15.24 13.56 10.35 6.85 8.17 1.30

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.8 17.1 18.3 24.2 22.0 22.1

自己資本利益率 (％) 14.6 11.7 8.2 4.5 4.9 0.8

株価収益率 (倍) 7.48 14.01 19.42 33.14 22.52 121.11

配当性向 (％) 26.2 29.5 38.6 58.4 36.7 307.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,357 ― ― ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,549 ― ― ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,792 ― ― ― ― ―

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 394 ― ― ― ― ―

従業員数 (名) 497 475 433 436 466 464

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　平成18年６月29日開催の定時株主総会で決算期を３月31日から12月31日に変更いたしました。

　　これに伴い、決算期変更の経過期間となる第134期は９ヶ月間となっております。

４　純資産額の算定にあたり、第134期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8

号）を適用しております。
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２ 【沿革】

提出会社は、昭和17年４月に日本重油株式会社が日米礦油株式会社の一部営業財産を譲り受け、「東亜石

油株式会社」と改称し、現在に至っております。

東亜石油株式会社設立以後の企業集団に係る経緯は、次のとおりであります。
　
大正13年２月 「日本重油株式会社」として創立、石油製品類の販売を開始する。(資本金10万円)

昭和17年４月 商号を「東亜石油株式会社」と改称する。

昭和25年５月 東京証券取引所へ株式上場する。

昭和28年１月 大阪証券取引所へ株式上場する。

昭和30年７月 神奈川県川崎市に、日産6,000バーレルの製油所を建設し、石油精製業に進出する。

昭和36年３月 原油処理能力を日産20,000バーレルに増強する。

昭和36年10月 名古屋証券取引所へ株式上場する。

昭和37年３月 原油処理能力を日産50,000バーレルに増強する。

昭和40年８月 日本鉱業株式会社及びアジア石油株式会社とともに「共同石油株式会社」を設立

し、販売・運輸部門を集約する。

昭和41年11月 伊藤忠商事株式会社が筆頭株主となり、以降、昭和54年12月までの間、伊藤忠商事株

式会社の経営傘下となる。

昭和43年10月 原油処理能力を日産100,000バーレルに増強する。

昭和48年６月 「東亜共石株式会社」を設立し、同年10月に、愛知県知多市に日産100,000バーレル

の新製油所を建設、稼働する。

昭和51年８月 川崎製油所の構内作業を行う会社として、株式会社東亜サービス（現：東亜テック

ス株式会社（東亜石油株式会社連結子会社））を設立する。

昭和52年10月 川崎製油所にガス化脱硫装置(重質油熱分解装置)を建設、稼働する。

昭和54年12月 昭和石油株式会社(現：昭和シェル石油株式会社)が筆頭株主となり、伊藤忠商事株

式会社より同社へ経営権が譲渡されたことにより、当社は「共石グループ」を離脱

した。同時に、当社は昭和石油株式会社(現：昭和シェル石油株式会社)および共同

石油株式会社(伊藤忠商事株式会社が受託斡旋)の受託精製専業会社となる。

昭和55年４月 昭和石油株式会社・シェル興産株式会社(現：昭和シェル石油株式会社)との間で

「原油精製委託契約」を締結する。

昭和58年10月 原油処理能力日産35,000バーレルを休止し、日産65,000バーレルとなる。

昭和60年１月 伊藤忠商事株式会社との関係を解消し、共同石油株式会社と直接受託精製を行う。

昭和62年７月 流動接触分解装置(FCC装置)を建設、稼働する。

平成元年９月 溶剤製造装置を建設、稼働する。

平成元年12月 共同石油株式会社との原油精製受託契約を終了する。

平成５年10月 プロピレン精密蒸留装置を建設、稼働する。

平成８年１月 株式会社東亜サービス（現：東亜テックス株式会社）の100％子会社として、東石

商事株式会社を設立する。

平成８年５月 軽油深度脱硫装置(HDD装置)を建設、稼働する。

平成10年１月 東京電力株式会社との間で「電力受給契約」を締結する。

平成12年２月 本社所在地を東京都千代田区から川崎市川崎区に変更する。

平成12年10月 昭和シェル石油株式会社川崎製油所の設備を賃借し、当社川崎製油所と併せて一体

運営を開始する。(当社の川崎製油所を水江工場、昭和シェル石油株式会社川崎製油

所を扇町工場とし、全体を京浜製油所と総称する。)

平成13年２月 昭和シェル石油株式会社との「原油精製委託契約」を改定する。

平成13年７月 電源開発株式会社との間で、電力卸供給事業(IPP)について「共同事業化協定書」

を締結する。

平成13年９月 電力卸供給事業(IPP)の事業会社として、株式会社ジェネックス（東亜石油株式会

社連結子会社）を設立する。

平成15年４月 電力卸供給事業(IPP)を株式会社ジェネックスに営業譲渡し、同社は電源開発株式

会社の100％子会社である株式会社ジェイパワージェネックスキャピタルから出資

(40％)を受ける。

平成15年６月 株式会社ジェネックスが営業運転を開始する。

平成17年10月 昭和シェル石油株式会社を割当先とする第三者割増資を行い、同社が当社の親会社

となる。

平成18年３月 当社株式が当社の申請に基づき株式会社名古屋証券取引所より上場廃止となる。
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平成18年４月 当社株式が当社の申請に基づき株式会社大阪証券取引所より上場廃止となる。

平成19年６月 東石商事株式会社（当社の非連結子会社）を清算する。
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３ 【事業の内容】

当社は、昭和シェル石油株式会社の連結子会社であり、昭和シェル石油グループに属する受託精製会社で

あります。同グループでは、石油の輸入、輸送、精製、貯蔵、販売を中心とした石油事業を主たる事業としてお

ります。 

  東亜石油グループは、当社及び当社の連結子会社（株式会社ジェネックス、東亜テックス株式会社）、関

連会社（東扇島オイルターミナル株式会社、扇島石油基地株式会社）の合計５社で構成されており、石油精

製事業、電力卸供給事業（ＩＰＰ）を主な事業として取り組んでおります。 

  なお、東石商事株式会社（当社の非連結子会社）は、平成19年 4月20日に解散を決議し、平成19年 6月28

日に清算結了いたしました。また、当社は、平成19年12月21日に扇島石油基地株式会社の施設の廃止につい

て決議を行いました。更に、当社は、昭和シェル石油株式会社が52％を出資、当社が48％を出資していた東扇

島オイルターミナル株式会社を平成20年2月25日付で完全子会社（当社出資比率：100％）とし、同年3月１

日付にて同社を吸収合併致しました。

　

当社グループの事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおりであります。

当社及び関係会社が営んでいる主な事業内容と事業の種類別セグメントの事業区分は同一であります。

　

＜石油事業部門＞

当部門においては、昭和シェル石油株式会社との「原油精製委託契約」のもとで、受託精製を行ってお

ります。

(当部門の主な関係会社)当社、東亜テックス株式会社

　

＜電気事業部門＞

当部門においては、東京電力株式会社との「電力受給契約」のもとで、電力卸供給事業(IPP)を行って

おります。

(当部門の主な関係会社)株式会社ジェネックス、東亜テックス株式会社
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事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の内容
(注)１

議決権の所
有(又は被所
有）割合

関係内容

(親会社) 百万円 ％

昭和シェル石油㈱
(注)２

東京都港区 34,197 石油事業
　(被所有)

50.2
・石油精製受委託取引
・役員の兼任　２名

(連結子会社)

東亜テックス㈱ 川崎市川崎区 40石油事業
　　　　 70
　　　(注)３　　　　　
　

・当社の構内作業等の受託
・石油精製に伴う副生品の仕
　入・販売
・役員の兼任　６名

㈱ジェネックス
(注)４、５

川崎市川崎区 2,800電気事業          60  

・当社への電気及び蒸気の供給
・当社への運転保守支援、
　事務管理委託
・当社から燃料の支給
・当社より長期貸付を実施
・当社所有地を賃貸
・役員の兼任　５名

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　有価証券報告書の提出会社であります。

３　東亜テックス株式会社への出資比率は、当社70％、東扇島オイルターミナル株式会社30％でありましたが、平成

20年3月1日付で当社が東扇島オイルターミナル株式会社を吸収合併し、当社の出資比率は100％となりまし

た。

４　特定子会社であります。

５　㈱ジェネックスについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。

主要な損益情報等 ①　売上高 13,376百万円

②　経常利益 448　〃

③　当期純利益 281　〃

④　純資産額 4,272　〃

⑤　総資産額 23,585　〃

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

(平成19年12月31日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

石油事業 560(42)

電気事業 29( 0)

合計 589(42)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(　)は、臨時雇用者(１日８時間換算)で、外数であります。

３　臨時雇用者はパートタイマー従業員であり、派遣社員を除いております。
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(2) 提出会社の状況

(平成19年12月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

464 43.8 16.9 8,367

(注) １　従業員数は、当社からの出向者を除き、当社への出向者を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

平成19年12月31日現在の組合員数は443名であります。

なお、労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済は、米国のサブプライムローン（信用力の低い個人向け住宅融

資）問題や原油高が企業活動に影を落とし始め、特に大企業製造業の景況感が悪化し、企業の景気への警

戒感が強まって来ております。 

　一方、国内における石油製品の需要は、ジェット燃料油を除くガソリン、灯油、軽油および重油の各油種

が前年実績を下回り、燃料油合計で２年連続前年実績を下回ることとなるなど依然として厳しい経営環

境が続いております。 

　このような状況のもとで、石油事業では当連結会計年度（平成19年１月１日～平成19年12月31日）の原

油及び原料油処理量は、9,663千キロリットルとなりました。また、電気事業では東京電力株式会社への卸

供給電力契約量を満足することはできませんでした。 

　その結果、当連結会計年度の業績は、売上高37,633百万円、営業利益4,425百万円、経常利益3,843百万円、

当期純利益386百万円を計上することとなりました。 

　なお、前連結会計年度は決算期変更に伴う9ヶ月決算であるため、前年同期比較の記載は行っておりませ

ん。 

 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

＜石油事業部門＞

 当連結会計年度においては、年初の暖冬により市場における石油製品価格の低迷の影響を受け精製料

収入は減少しましたが、その後は市況が堅調に推移したことから概ね順調な収益を確保いたしました。ま

た、当社京浜製油所扇町工場において定期修繕工事を予定通り実施し、京浜製油所の各装置は順調な操業

を続けました。一方、株式会社ジェネックスに供給している発電用燃料価格が原油価格の上昇を主因とし

て、当初予測していた以上に高騰したため当該燃料代と電力卸売価格の差額が広がる事態が発生し、燃料

が高騰した分を東京電力株式会社との契約上電力卸売価格に十分に転嫁できない状態が継続しました。 

　売上高は27,506百万円、営業利益は3,235百万円となりました。 

　　

＜電気事業部門＞

電気事業につきましては、株式会社ジェネックス水江発電所が本年4月から5月にかけて中間点検工事

を計画通り行いましたが、平成18年に発生したタンク火災事故の影響や一部設備に不具合が発生したこ

とにより発電量が減少し、計画通りの電力卸供給を達成するには至りませんでした。 

　売上高は10,127百万円、営業利益は1,075百万円となりました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況

  当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況については、営業活動により7,984百万円増加

し、投資活動により1,071百万円減少し、財務活動により6,374百万円減少し、この結果、現金及び現金同

等物は、前連結会計年度末に比べ539百万円増加し4,845百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、未払揮発油税等の減少、売上債権の

増加などの資金の減少がありましたが、これを減価償却費、立替揮発油税等の減少、未払費用の増加、税

金等調整前当期純利益などの資金の増加が上回り、7,984百万円の純収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出など

により、1,071百万円の純支出となりました。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金、長期借入金の返済など

により、6,374百万円の純支出となりました。

  なお、前連結会計年度は決算期変更に伴う９ヶ月決算となっているため、前連結会計年度との比較の

記載は行っておりません。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　

油種別

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)
(千キロリットル)

揮発油
3,487

灯油・ジェット燃料・軽油
3,510

Ａ 重 油
622

Ｂ・Ｃ重油
542

　その他
1,349

合　計
9,510

(注)１ 生産実績については、受託精製により生産した製品であるため金額表示をしておりません。

　　２ 前連結会計年度は決算期を変更し９ヶ月の変則決算となっております。前連結会計期間

       （平成18年4月1日～平成18年12月31日）と当連結会計期間（平成19年1月1日～平成19年

       12月31日）とは対象期間が異なっているため、前年同期比の数値を表示しておりません。

　　３　平成19年4月よりジェット燃料油の生産を開始しております。

　

(2) 受注状況

当社グループは、受注生産を行っておりません。

　

(3) 販売実績

　

事業の種類別セグメント

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(百万円)

石油事業 27,506

電気事業 10,127

合計 37,633

(注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　 ２ 前連結会計年度は決算期を変更し９ヶ月の変則決算となっております。前連結会計期間

       （平成18年4月1日～平成18年12月31日）と当連結会計期間（平成19年1月1日～平成19年

       12月31日）とは対象期間が異なっているため、前年同期比の数値を表示しておりません。

　　 ３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相　　　　手　　　　先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円） 割　合（％） 販売高（百万円） 割　合（％）

昭和シェル石油株式会社 20,788 74.7 27,178 72.2

東京電力株式会社 6,757 24.3 10,092 26.8

　　４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

有価証券報告書

12/98



３ 【対処すべき課題】

(1) 対処すべき課題

　厳しい事業環境にあって、当社グループとしては今年も引き続きアジア最強の競争力を有する 

  製油所になるというコーポレートビジョンのもと、当社の石油精製事業と発電事業のコンビネー 

  ションによるシナジー効果を一層引き出せるよう運営体制を強化するなど、企業間競争に勝ち残

  り、主力製油所として持続的発展を確固たるものにしていくよう全力を尽くす決意であります。 

    特に、当社グループにとって「設備の信頼性向上」「ヒューマンエラーの撲滅」「労災の撲

  滅」「コスト削減」「付加価値の最大化」「人材の育成」の各項目については、対処すべき優先

  課題に位置付けられるものであり、これらのどの１つが欠けてもアジア最強の製油所として持続

  的発展を確固たるものにすることは出来ません。これらの課題への取組みに当たっては、TPM活動

  （全員参加の生産保全活動）として体系的にかつ具体的な手法を取り入れて鋭意推進していく所

  存であります。 

    また、当社が進めております原油・石油製品の貯蔵・受払施設の再編成において、当社の関連

  会社であり、原油の受入や製品出荷などの業務を担っている東扇島オイルターミナル株式会社

  （当社の出資比率48％、昭和シェル石油株式会社 52％）の主要ターミナルとしての位置付けが決

  定的に重要なものとなっております。 

    当社は、同社の設備を含めた京浜製油所全体の更なる付加価値向上を図ることが競争力強化に

  欠かせないものと考え、平成20年3月1日を効力発生日として同社を吸収合併し、京浜製油所の一

  体運営体制を更に強化することと致します。 

    更に、これらの課題に対処するに当たり当社グループは、経営の基本でありますＨＳＳＥ（安

  全・安定操業の確保と環境保全・危機管理・健康の推進）を会社が果たすべきＣＳＲ（企業の社 

  会的責任）活動の根幹に据え、重点目標の最優先課題としてこれを推進するとともに、コンプラ

  イアンス（法令等順守）につきましても、社員一人一人に徹底するよう取り組んでまいります。 

 

　

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

当社は、エネルギー安定供給の一翼を担う昭和シェル石油グループの東日本全域における基幹石油精

製会社であります。これからも昭和シェル石油グループの一員として同グループとの連携を一層強化し、

事業の持続的発展をはかるものであります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあ

ります。 

  なお、ここに記載した事項は、現時点において当社グループがリスクとして判断したものですが、当社グ

ループに関する全てのリスクを網羅したものではありません。また、文中における将来に関する事項は、当

連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

　

① 特定の取引先への高い依存度に係るリスク 

  当社は、昭和54年12月以降昭和シェル石油グループに属する受託精製専業会社となっておりますが、平

成元年12月に共同石油株式会社（現：株式会社ジャパンエナジー）との原油精製受委託契約を解消した

後、受委託先は昭和シェル石油グループの１グループになっております。また、株式会社ジェネックスの

電力卸供給先につきましても東京電力株式会社の１社に限られております。従いまして、特定の取引先へ

の高い依存度が存在するわけですが、今後とも安全・安定操業を継続し、更なる経営基盤の強化に努め、

安定した受委託関係が継続するよう子会社を含めグループ一丸となって取り組んでいく所存でありま

す。 

　

②　昭和シェル石油株式会社との「燃料売買契約」に係るリスク 

　当社は昭和シェル石油株式会社より燃料を調達し、電力卸供給事業を行っている株式会社ジェネックス

に供給しておりますが、当該燃料の価格が原油価格等の上昇を要因として高騰した場合、電力卸売価格に

十分には転嫁出来ず収益にマイナス要因として働く可能性があります。 

　

③ 操業に係るリスク 

  当社グループの事業であります石油事業、電気事業は、環境汚染に係る事故等を含めて常に設備事故や

自然災害等による操業に係るリスクに直面しております。「安全・安定操業の確保」は何よりも優先す

る課題でありますので、当社の経営の基本でありますＨＳＳＥにつきましては、子会社を含めグループ一

丸となって総力を結集し万全の措置を講じて取り組んで行きたいと考えております。  

　

④ 法的規制等に係るリスク 

  石油事業、電気事業を展開する上で、様々な法的規制が存在いたしますが、当社グループに適用されて

いる全ての規制に対して常に満足していなければなりません。また、特に環境規制につきましては、更な

る規制強化に対応する新たな設備投資などが見込まれる可能性もあります。 

　

⑤ グループの一体運営に係るリスク 

  当社京浜製油所水江工場は、当社グループの株式会社ジェネックス水江発電所に燃料等の供給を行う

とともに、同発電所から電力並びに蒸気の供給を受けており、一方のトラブルは他方に影響を及ぼす関係

にあります。従いまして、相互に安全・安定操業が必要不可欠となっているものであります。  

　

⑥　人材の確保に係るリスク 

　当社は平成22年までに多くのベテラン社員が定年退職を迎えますので、安全・安定運転の継続を図るた

めにも、これらベテラン社員の技術・技能の伝承が喫緊の課題となっております。平成18年2月には専任

部署を設け「人材の育成」を強力に推進しておりますが、人材の育成・確保の如何により「安全・安定

操業の確保」に影響を及ぼす可能性があります。 
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５ 【経営上の重要な契約等】

　

 (1) 経営上の重要な契約

相手先 期間 内容

昭和シェル石油株式会社 平成13年４月１日から

平成28年３月31日まで

　当社は昭和シェル石油株式会杜との間で、昭和55年４月１日付

にて原油精製受託契約を締結しておりましたが、両社間の経営環

境に変化が生じたことを踏まえて、平成13年２月27日付にて受託

精製料の取決めについて市場価格を適用して算定した収益性を

加味した契約内容に改定し、コスト削減等の成果が当社の利益に

反映されることとなりました。

平成12年10月１日から

平成22年９月30日まで

　当社は昭和シェル石油株式会社との間で、平成12年２月25日付

にて締結した「製油所運営継承に関する基本合意書」に基づき、

平成12年８月31日付にて昭和シェル石油株式会社川崎製油所に

おける諸物件の賃貸借に関し「定期精製設備等賃貸借契約」を

締結しました。

東京電力株式会杜 平成15年６月１日から

平成30年５月31日まで

　当社は東京電力株式会社との間で、平成10年１月30日付にて

23.8万キロワットの電力卸供給に関する契約を締結しました。

  なお、当社と株式会社ジェネックスとの間で平成14年４月30日

付にて締結した「営業譲渡契約」に基づき、平成15年４月１日付

にて本契約上の当社の地位を株式会社ジェネックスへ移転して

おります。

電源開発株式会社 平成15年６月１日から

平成30年５月31日まで

　当社は電源開発株式会社との間で、当社と東京電力株式会社と

の間で締結している電力卸供給契約に基づく電力卸供給事業

(IPP事業)を共同で行なうことに合意し、平成13年７月26日付に

て「共同事業化協定書」を締結しました。

　

 (2) 吸収合併契約

       昭和シェル石油株式会社（以下「昭和シェル石油」）及びその連結子会社である当社は、昭和

     シェル石油の連結子会社（出資比率：52％）であり、かつ当社の関連会社（出資比率：48％）で

     ある、東扇島オイルターミナル株式会社（以下「ＥＯＴ」）を当社の完全子会社化すること及び

     当社によるＥＯＴの吸収合併について最終合意し、平成19年12月25日、株式譲渡契約書（昭和シ

     ェル石油、当社間）並びに合併契約書（当社、ＥＯＴ間）を締結しました。

     ① 合併方式 

　        当社を存続会社とする簡易吸収合併方式で、ＥＯＴは解散致します。 

     ② 合併の際して発行する株式及び割当 

　        当社は、ＥＯＴを東亜石油の100％子会社としたうえで吸収合併するもので、本件合併にお

        いて新株式の交付は行いません。 

     ③ 合併の期日 

          平成20年３月 1日 

     ④ 財産の引継ぎ 

          当社は、平成19年12月31日現在のＥＯＴの貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、

        これに合併に至るまでの増減を加除した一切の資産、負債及び権利義務を合併期日において

        引き継ぎます。 

     ⑤　吸収合併にて受け入れた資産・負債の状況

　　　　　　流動資産　　　  476 百万円

　　　　　　固定資産　　　5,885 百万円

　　　　　資産　計　　　　6,361 百万円
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　　　　　　流動負債　　　3,149 百万円

　　　　　　固定負債　 　　 951 百万円

　　　　　負債　計　　　　4,101 百万円

     ⑥ 吸収合併存続会社となる会社の資本金・事業の内容（当該吸収合併後） 

          資本金　　　　　8,415 百万円 

          事業内容　　　　石油精製事業 

 

　

６ 【研究開発活動】

特に記載すべき事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度は、石油事業部門では、石油製品価格の市況が堅調に推移したことから概ね順調な収益

を確保し、京浜製油所の各装置は順調な操業を続けました。一方、株式会社ジェネックスに供給している

発電用燃料価格が原油価格の上昇を主因として、当初予測していた以上に高騰したため当該燃料代と電

力卸売価格の差額が広がる事態が発生しました。また、電気事業部門では、株式会社ジェネックス水江発

電所が本年4月から5月にかけて中間点検工事を計画通り行いましたが、平成18年に発生したタンク火災

事故の影響や一部設備に不具合が発生したことにより発電量が減少し、計画通りの電力卸供給を達成す

るには至りませんでした。 

　更に、扇島石油基地株式会社の石油基地施設の廃止を決定したことに伴い、当連結会計年度において

1,625百万円の特別損失を計上することとなりました。この特別損失が、当面税務上の損金の対象となら

ないため、当期純利益が大幅に減少することとなりました。 

　　

(2) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは「事業の内容」の項で述べたとおり、石油事業においては、昭和シェル石油株式会社と

の「原油精製委託契約」のもとで受託精製を行っており、電気事業においては、東京電力株式会社との

「電力受給契約」のもとで電力卸供給事業（ＩＰＰ）を行っております。そのうち、石油事業における昭

和シェル石油株式会社との「原油精製委託契約」については、平成13年2月に受託精製料の取決めについ

て市場価格を適用して算定した収益性を加味した契約内容に改定しております。従いまして、原油価格、

製品価格、為替等の動向並びに受託精製量が当社の収益性を左右する要因として考えられます。また、電

気事業においては、当社は昭和シェル石油株式会社より燃料を調達し電力卸供給事業を行っている株式

会社ジェネックスに供給しておりますが、当該燃料の価格が電力卸売価格との関係で当社グループの収

益性を左右する要因として考えられます。 

　

(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ3,060百万円減少し、111,918百万円と

なりました。流動資産は931百万円増加し48,276百万円、固定資産は3,938百万円減少し、63,629百万円と

なりました。

　流動資産の増加の主な要因は、売掛金が増加したことによるものです。売掛金の増加の内容は受託精製

料によるものです。

　固定資産の減少の主な要因は、当連結会計年度は水江工場における定期修理がなかったため、減価償却

費が固定資産の取得額を上回ったことによるものです。

　当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ3,024百万円減少し、88,190百万円とな

りました。流動負債は271百万円減少し、62,566百万円となりました。固定負債は2,753百万円減少し、

25,624百万円となりました。

　流動負債は、未払揮発油税等および短期借入金が減少いたしましたが、未払費用等が増加したことによ

り、271百万円の減少となりました。

　固定負債の減少の主な要因は、長期借入金が減少したことによるものです。

　当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ36百万円減少し、23,727百万円とな

り、この結果、自己資本比率は19.5%となりました。

　一方、当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ

・フローが未払揮発油税等の減少、売上債権の増加などの資金の減少がありましたが、これを減価償却

費、立替揮発油税等の減少、未払費用の増加、税金等調整前当期純利益などの資金の増加が上回り、7,984
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百万円の純収入となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出などにより、1,071百万円の純支

出となりました。　

　財務活動によるキャッシュ・フローは短期借入金、長期借入金の返済など、6,374百万円の純支出となり

ました。

  この結果、当連結会計年度末における現金および現金同等物は、前連結会計年度末に比べ539百万円増

加し4,845百万円となりました。

当社グループのキャッシュ・フローの指標のトレンドは以下のとおりです。

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成18年12月期 平成19年12月期

自己資本比率 13.1％ 14.6％ 20.3％ 19.1％ 19.5％

時価ベースの自己資本比率 19.7％ 21.5％ 26.5％ 19.9％ 17.6％

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率
5.2倍 19.5倍 13.6倍 －倍 5.0倍

インタレスト・カバレッジ・

レシオ
10.3倍 3.0倍 4.7倍 －倍 13.4倍

(注)　自己資本比率：自己資本／総資産

　　　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　　　　キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　 ＊ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

　 ＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しておりま

　　　す。

　 ＊ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

　　　ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を　　　

　　　支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・

　　　フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　

当連結会計年度における有形固定資産、無形固定資産等への設備投資額は1,136百万円であります。

　

（石油事業）

・記載すべき重要な設備投資はありません。

　

 

　

（電気事業）

  記載すべき重要な設備投資はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

当連結会計年度における、当社グループの主要な設備の状況は以下のとおりであります。

　

(1) 提出会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                     (平成19年12月31日現在）

事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
投下資本
合計

本　社
神奈川県
川崎市
川崎区

石油事業 　　― 125 5

　

6,660
(144,467)

2 6,793 33

京浜
製油所

水江工場
神奈川県
川崎市
川崎区

石油精製
設備

7,510 11,250

　　12,789
(407,751)
 　　
　

1,452 33,003 315

扇町工場
神奈川県
川崎市
川崎区

石油精製
設備

　― ―　　 ＜381,714＞

 

―　　
　　

―　　
　　　

116

合計 　
　
―
　　

　7,636 11,255

　　19,450
(552,219)

＜381,714＞
 

1,455 39,797 464

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、油槽、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

２　京浜製油所における生産品目は、揮発油、灯油、軽油、重油、その他の石油製品であります。

３　本社の神奈川県川崎市所在の土地(　)は賃貸分であります。

４　京浜製油所の土地に示す＜　＞内数値は賃借分で外数であります。

５　扇町工場の石油精製設備一式は、賃借物件であります。

６　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 国内子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                     　(平成19年12月31日現在）

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
投下資本
合計

株 式 会 社
ジェネック
ス

水江発電所
神奈川県
川崎市
川崎区

電気事業
電力卸供
給設備

1,365 16,550
＜27,060＞　　

　
25 17,941 23

東亜テック
ス株式会社

本　社
神奈川県
川崎市
川崎区

石油事業
及び電気
事業

　 ―
　 
　  ―
 

26
　 
　 ―

11 38
102
(42)

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

２　土地に示す＜　＞内数値は賃借分で外数であります。

３　上記金額には消費税等は含まれておりません。

４　従業員数欄の(　)は、臨時雇用者(１日８時間換算)で外数であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

  当連結会計年度末現在において、計画した重要な設備の新設、除却等はありません。

  当連結会計年度末現在において、連結子会社が計画した重要な設備の新設・除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成19年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年３月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 124,435,000124,435,000
東京証券取引所
(市場第二部)

株主としての権利内容に制限の
ない、標準となる株式

計 124,435,000124,435,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年10月31日 25,210 124,435 3,453 8,415 3,428 4,687

(注)　　有償第三者割当  発行価格273円、資本組入額137円、割当先　昭和シェル石油株式会社
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(5) 【所有者別状況】

(平成19年12月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 19 28 53 36 1 8,1188,255 ―

所有株式数
(単元)

― 16,090 613 62,8894,284 2 40,460124,33897,000

所有株式数
の割合(％)

― 12.9 0.5 50.6 3.5 0.0 32.5 100.0 ―

(注) １　当期末現在の自己株式は15,025株であり、「個人・その他」欄に15単元及び「単元未満株式の状況」欄に25株

含まれております。

２　上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、16単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

(平成19年12月31日現在)

氏名又は名称 住        所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

昭和シェル石油株式会社 東京都港区台場二丁目３番２号 62,344 50.10

株式会社みずほコーポレート銀行
（常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号）

4,019 3.23

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 2,184 1.75

ユービーエス  エージー  ロンドン  
アカウント  アイピービー  セグリゲ
イテッド  クライアント  アカウント

（常任代理人 シティバンク銀行株
式会社）

AESCHENVORSTADT 48 CH-40
02 BASEL SWITZERLAND
（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

1,914 1.54

角田    博 東京都新宿区 1,893 1.52

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 1,593 1.28

従業員持株会 神奈川県川崎市川崎区水江町３番１号 1,476 1.19

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口4)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,446 1.16

住友信託銀行株式会社
（常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
（東京都中央区晴海一丁目８番11号）

1,433 1.15

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,292 1.04

計 79,594 63.96
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成19年12月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　15,000
―

株主としての権利内容に制限のない、
標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

124,323,000
124,323 同上

単元未満株式 普通株式  97,000 ― 同上

発行済株式総数 124,435,000― ―

総株主の議決権 ― 124,323 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が16,000株(議決権16個)含まれております。

２  「単元未満株式」には当社所有の自己株式25株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

(平成19年12月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜石油株式会社

神奈川県川崎市川崎区
水江町３番１号

15,000 － 15,000 0.0

計 ― 15,000 － 15,000 0.0

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】  

会社法第155条第７号による普通株式の取得

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

      該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

      該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,327 253

当期間における取得自己株式 204 27

(注)  当期間における取得自己株式には、平成20年３月１日から、この有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 15,025 － 15,229 －

(注)  当期間における保有自己株式には、平成20年３月１日から、この有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社の配当につきましては、更なる財務体質の改善を図りながら製品付加価値向上のための投資や当社

の持続的発展のため老朽化対策を含めた設備の信頼性強化等の投資を継続しつつ、毎事業年度１回の期末

配当を株主総会の決議によって株主の皆様に対し安定的に継続することを基本方針としております。 

　なお、当社は、会社法第４５４条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

 

 　

（注）基準日が当期に属する剰余金の配当は、以下の通りであります。

決議年月日
配当の総額
（百万円）

一株当たりの配当額
（円）

平成20年3月26日
定時株主総会決議

497 4

　　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第131期 第132期 第133期 第134期 第135期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成18年12月 平成19年12月

最高(円) 212 227 340 301 306

最低(円) 113 168 182 175 155

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　　　平成18年６月29日開催の定時株主総会で決算期を３月31日から12月31日に変更しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 233 205 206 205 187 181

最低(円) 193 155 170 176 156 157

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

行動原則
担当兼務

吉 住     理 昭和19年３月17日生

昭和42年４月 シェル石油株式会社入社

(注)１

参照
27

平成９年４月 昭和シェル石油株式会社新潟製油所

長

平成11年３月 昭和四日市石油株式会社取締役

平成13年３月 同社常務取締役

平成15年３月 同社専務取締役

平成17年３月 同社専務取締役退任

平成17年６月 当社代表取締役社長行動原則担当兼

務(現職)

常務取締役 京浜製油所長 山 本　 　裕 昭和25年10月29日生

昭和49年４月 当社入社

(注)１

参照
52

平成12年４月 当社IPPプロジェクトチームマネー

ジャー

平成13年９月 株式会社ジェネックス代表取締役社

長

平成14年７月 当社理事IPP建設チームマネー

ジャー

平成15年６月 当社取締役

平成18年３月 株式会社ジェネックス代表取締役社

長退任

平成18年７月 株式会社ジェネックス代表取締役社

長(現職)

平成18年７月 当社常務取締役京浜製油所長(現職)

取締役

人事総務・人
材育成・経理
財務・環境安
全担当兼人事
総務部総括部
長

山 崎     恒 昭和25年10月７日生

昭和49年４月 昭和石油株式会社入社

(注)１

参照
30

平成10年３月 昭和シェル石油株式会社変革推進本

部サブリーダー

平成11年８月 当社出向経営管理グループマネー

ジャー

平成15年７月 当社理事経営管理グループマネー

ジャー

平成17年４月 当社理事経営管理部長

平成17年６月  当社取締役

平成18年４月 扇島石油基地株式会社代表取締役副

社長(現職)

平成19年３月 当社取締役人事総務・人材育成・経

理財務・環境安全担当兼人事総務部

総括部長(現職)

取締役

ＴＰＭ・効率
化推進担当兼
京浜製油所副
所長兼水江製
造部総括部長

岡 田  智 典 昭和29年５月12日生

昭和55年４月 昭和石油株式会社入社

(注)１

参照
6

平成15年４月 昭和シェル石油株式会社流通業務部

長兼(有)ジェイ・エス・イニシャ

ティブ出向

平成17年４月 同社理事流通業務部長兼(有)ジェイ

・エス・イニシャティブ出向

平成18年９月 当社出向理事京浜製油所副所長(水

江工場担当)兼水江製造部長

平成19年３月  当社取締役

平成20年２月 当社取締役ＴＰＭ・効率化推進担当

兼京浜製油所副所長兼水江製造部総

括部長(現職)

常勤監査役 ― 柴 田  憲 一 昭和24年９月22日生

昭和47年４月 シェル石油株式会社入社

(注)２

参照
2

平成15年４月 昭和シェル石油株式会社関係会社部

長

平成15年６月 当社監査役

平成19年３月 当社常勤監査役(現職)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役 ― 法師人 幸 博 昭和25年１月９日生

昭和47年４月 シェル石油株式会社入社

(注)３

参照
―

平成11年６月  昭和シェル石油株式会社本社プロ

キュアメントチームサブリーダー

平成14年２月  同社本社プロキュアメントチーム

リーダー兼(有)ジェイ・エス・イニ

シャティブ出向

平成19年３月  当社監査役(現職)

平成19年３月  昭和シェル石油株式会社執行役員

本社関係会社部長兼プロキュアメン

トチーム部門担当(現職)

監査役 ― 濱 元     節 昭和30年６月５日生

昭和56年４月 昭和石油株式会社入社

(注)３

参照
―

平成15年10月 昭和シェル石油株式会社本社営業企

画部長

平成16年９月 同社新潟エリアマネジャー

平成18年４月 同社理事本社製造部長兼企画課長

平成18年９月 同社理事本社製造部長

平成19年３月 当社監査役(現職)

平成19年３月 昭和シェル石油株式会社執行役員本

社製造部長(現職)

計 117

(注) １．取締役の任期は、平成18年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年12月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

２．常勤監査役 柴田 憲一氏の任期は、平成19年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年12月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。

３．監査役 法師人 幸博及び監査役 濱元  節の各氏の任期は、平成18年12月期に係る定時株主総会終結の時から

平成22年12月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

４．常勤監査役 柴田 憲一、監査役 法師人 幸博及び監査役 濱元  節の各氏は、会社法第２条第16号に定める社

外監査役であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

・当社は、「当社の使命は、エネルギーの安定供給により社会へ貢献することにある。」との認識の下

に、「ＨＳＳＥ(安全・環境・危機管理・健康)の確保を経営の基盤とすること」及び「公明正大で

透明性のある経営を行うこと」を柱とした『経営理念』を定めております。更に、この『経営理念』

のもとに社会、株主、顧客に対する責任並びに情報の開示等を明示した『行動原則』を定めており、

これらを基本的な方針としてコーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでおります。 

・当社グループは、現状の企業規模・事業内容から判断して、最も機動的で実効性のあるコーポレート

・ガバナンス体制は監査役設置制度であると考えておりますので、引き続き監査役設置会社として

おります。

・当社は、エネルギー安定供給の一翼を担う昭和シェル石油グループの東日本全域における基幹石油

精製会社であります。これからも昭和シェル石油グループの一員として同グループとの連携を一層

強化し、事業の持続的発展をはかるものであります。

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

（会社の機関の内容）

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制

の状況

・当社の役員は平成19年12月31日現在、取締役４名、監査役３名で構成されており、社外取締役はおり

ませんが、監査役は全員、「会社法施行規則第２条第３項第８号」に定める社外監査役であります。 

・監査役３名のうち１名は常勤監査役であり、取締役会や主要会議への出席をとおして取締役の業務

執行を監視するとともに監査役監査を実施しております。

・当社の取締役は２０名以内とする旨を定款で定めております。

・当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主

　　の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款

　　に定めております。また、取締役の選任決議については、累積投票によらない旨を定款に定

　　めております。

・当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を

　　行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３

　　分の２以上をもって行う旨を定款に定めております

・顧問弁護士には、人事総務部を通じて必要なときはいつでも相談できる体制になっております。

（内部統制システムの整備の状況）

・当社は、社長を委員長とする監査委員会を設けております。

・内部監査については、監査倫理室（構成：室長、室員１名　計２名）が主管部署となります。

同室では、年間内部監査計画を立案して監査委員会の承認を得た後、内部監査を実施します。この内

部監査の計画立案及び監査実施にあたっては、監査役も監査倫理室に助言・支援をします。監査結果

は、監査委員会に報告され、同委員会の指示事項も付加されて関係する部署に改善の指示がなされ、

改善の進捗については監査倫理室が監視しています。

・当社は、平成18年5月19日開催の取締役会において、内部統制システム構築に関する決議を行いまし

た。また、平成19年9月26日開催の取締役会において「内部統制システムの基本方針（業務の適正を

確保するための体制）改訂の件」を決議しております。

（リスク管理体制）

・当社の企業活動のリスクのうちＨＳＳＥ（安全・環境・危機管理・健康）に関するリスクは、　ＨＳ

ＳＥ委員会がＨＳＳＥマネジメントシステムでPlan-Do-Check-Actionプロセスの実行を確実に行う

ことでコントロールしています。ＨＳＳＥ以外のビジネスリスクについては、リスクの抽出と可能性
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・影響度による重要度分類並びにリスクコントロール体制を検討して、全社で毎年ビジネスコント

ロールマトリックス表を作成し、リスク低減、排除等の処置によりリスク管理を行っています。

・監査倫理室は、前述の内部監査の他に、倫理に関する問題の主管部署になります。同室では、『行動原

則』等の順守の呼びかけ・啓蒙を行い、リスクを発生させないように努めています。会社のリスクと

なる可能性のある懸念事項を察知した場合は、当社グループ社員のみでなく協力会社社員も利用で

きる通報窓口が３箇所設置してあります。通報窓口の一つは「監査倫理室」、他の一つは「社外相談

窓口（昭和シェル石油グループ社外相談窓口、第三者機関）」、更に他の１つは「行動原則担当取締

役」（社長）であります。

・監査倫理室で扱う倫理に関する事項、並びに通報事項についての対応策については、社長を委員長と

する倫理委員会に報告され、同委員会の指示事項も付加されて関係する部署に改善の指示がなされ、

改善の進捗については監査倫理室が監視しています。

（内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携）

・ 監査役は、内部監査の主管部署である監査倫理室に対して全般的に助言・支援を行っております

が、特に、監査倫理室が内部監査を実施するときには、連携して内部監査業務に対する支援を行って

おります。

・ 監査役と会計監査人は会合や口頭または文書による情報交換、監査役による会計監査人の監査現場

への立会等により連携を図っております。また、監査役会は会計監査人から監査の結果について報告

を受けております。なお、会計監査人がその職務を行う際に取締役の職務執行に関し、不正行為等を

発見した場合にも報告を受けることとしております。

（会計監査の状況）

・業務を執行した公認会計士

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

　代表社員 業務執行社員 公認会計士 小林 昭夫
あらた監査法人

　　　　　 業務執行社員 公認会計士 加藤 達也

＊継続関与年数については、全員7年以内であるため記載を省略しております。

・監査業務に係る補助者の構成

     公認会計士　7名、会計士補　1名、その他　10名

　　(注) その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。

（その他）

・ 役員報酬の内容

     取締役及び監査役に支払った報酬 

　　　　取締役の第135期事業年度報酬総額 80百万円 

　　　　監査役の第135期事業年度報酬総額 17百万円 

　　　　　　　　　　 合 　　　計 　 　　97百万円 

     上記の役員報酬は、役員賞与を含んでおり、使用人兼務取締役の使用人給与相当額は除い

ております。 

・監査報酬の内容

  公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   17百万円

上記以外の報酬金額   なし

　

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関

   係の概要

・当社には社外取締役はおりません。

・当社監査役は３名で構成されておりますが、このうち常勤監査役１名は昭和シェル石油株式会社(親

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

有価証券報告書

30/98



会社）の出身者であり、監査役２名は両名とも昭和シェル石油株式会社の執行役員を兼務しており

ます。また、人的関係並びにその他の利害関係で記載すべき事項はありません。

(3)　中間配当の基準日

　　当社は、機動的な配当政策を実施するため、取締役会の決議によって、毎年６月30日を基

　　準日として中間配当を行うことができます。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　　　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成18年12月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成18年12月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年１

月１日から平成19年12月31日まで)及び当事業年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、あらた監

査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 (注1) 3,810 4,353

　２　受取手形及び売掛金 (注1) 3,538 5,825

　３　たな卸資産 (注1) 2,189 1,997

　４　立替揮発油税等 35,695 32,931

　５　繰延税金資産 337 531

　６　その他 1,772 2,636

　　流動資産合計 47,34441.2 48,27643.1

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 (注1)

　　(1)建物 7,402 7,403

　　　 減価償却累計額 △4,711 2,691 △ 4,845 2,557

　　(2)構築物 27,416 27,452

　　　 減価償却累計額 △20,303 7,113 △ 21,008 6,444

　　(3)油槽 10,236 10,284

　　　 減価償却累計額 △9,215 1,021 △ 9,313 971

　　(4)機械及び装置 147,558 148,235

　　　 減価償却累計額 △117,10230,455 △ 120,44927,786

　　(5)土地 19,450 19,450

　　(6)建設仮勘定 194 243

　　(7)その他 1,683 1,681

　　　 減価償却累計額 △ 1,402 281 △ 1,356 324

　　　有形固定資産合計 61,20853.2 57,77651.6

　２　無形固定資産

　　(1)のれん 16 3

　　(2)その他 338 205

　　　無形固定資産合計 355 0.3 208 0.2

　３　投資その他の資産
(注
1,2)

　　(1)投資有価証券 3,790 3,546

　　(2)長期貸付金 3 3

　　(3)繰延税金資産 2,048 1,892

　　(4)その他 162 202

　　　投資その他の資産合計 6,0045.2 5,6435.1

　　　固定資産合計 67,56858.7 63,62956.9

Ⅲ　繰延資産

　　 開業費 66 13

　　　繰延資産合計 66 0.1 13 0.0

　　　資産合計 114,978100.0 111,918100.0

　

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

有価証券報告書

33/98



　 前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 515 605

　２　短期借入金 (注1) 23,961 22,048

　３　未払法人税等 196 1,500

　４　未払揮発油税等 (注1) 33,995 31,363

　５　賞与引当金 346 332

　６　役員賞与引当金 － 10

　７　その他 3,821 6,704

　　　流動負債合計 62,83754.6 62,56655.9

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 (注1) 22,081 18,032

　２　長期未払金 － 1,625

　３　退職給付引当金 1,606 1,625

　４　特別修繕引当金 1,184 1,142

　５　定期修繕引当金 2,755 2,762

　６　その他 750 435

　　　固定負債合計 28,37724.7 25,62422.9

　　　負債合計 91,21479.3 88,19078.8

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 8,415 8,415

　２　資本剰余金 4,687 4,687

　３　利益剰余金 8,124 8,137

　４　自己株式 △ 2 △ 2

　　　株主資本合計 21,22418.5 21,23619.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

751 0.6 610 0.5

　　　評価・換算差額等合計 751 0.6 610 0.5

Ⅲ　少数株主持分 1,7881.6 1,8811.7

　　　純資産合計 23,76320.7 23,72721.2

　　　負債純資産合計 114,978100.0 111,918100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 27,842100.0 37,633100.0

Ⅱ　売上原価 23,53184.5 31,76184.4

　　　売上総利益 4,31015.5 5,87115.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 (注1) 1,0393.7 1,4463.8

　　　営業利益 3,27111.8 4,42511.8

Ⅳ　営業外収益

　　１　受取利息 4 7

　　２　受取賃貸料 120 147

　　３　その他 83 207 0.7 55 210 0.5

Ⅴ　営業外費用

　　１　支払利息 480 605

　　２　固定資産税 － 94

　　３　固定資産処分損 (注2) 265 22

　　４　その他 108 854 3.1 70 793 2.1

　　　経常利益 2,6249.4 3,84310.2

Ⅵ　特別利益

　　１　前期損益修正益 (注3) － 110

　　２　投資有価証券売却益 611 29

　　３　その他 50 661 2.4 5 145 0.3

Ⅶ　特別損失

　　１　火災事故損失 577 －

　　２　配管撤去費用 450 －

　　３　固定資産処分損 (注4) － 140

　　４　関係会社事業整理損失 － 1,625

　　５　その他 － 1,0273.7 137 1,9035.0

　　　税金等調整前当期
　　　純利益

2,2598.1 2,0855.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

201 1,507

　　　法人税等調整額 720 921 3.3 59 1,5664.2

　　　少数株主利益 98 0.3 132 0.3

　　　当期純利益 1,2394.5 386 1.0
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　

株主資本
評価・換算
差額等

少数株主
持分

純資産
合計

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,4154,6877,393 △2 20,494 1,134 1,1341,69023,318

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　（注１） △497 △497 △497

　役員賞与金　　（注１） △10 △10 △10

　当期純利益 1,239 1,239 1,239

　自己株式の取得 △0 △0 △0

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△383 △383 98 △284

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

730 △0 730 △383 △383 98 445

平成18年12月31日残高(百万円) 8,4154,6878,124 △2 21,224 751 751 1,78823,763

　（注１）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

　

　

当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本
評価・換算
差額等

少数株主
持分

純資産
合計

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 8,4154,6878,124 △2 21,224 751 751 1,78823,763

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当　 △ 373 △ 373 △ 373

　当期純利益 386 386 386

　自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△ 141 △ 141 92 △ 48

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

12 △ 0 12 △ 141 △ 141 92 △ 36

平成19年12月31日残高(百万円) 8,4154,6878,137△ 2 21,236 610 610 1,88123,727
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　 税金等調整前当期純利益 2,259 2,085

　２　 減価償却費 3,740 4,696

　３　 有形固定資産除却損 265 163

　４　 投資有価証券売却益 △ 611 △29

　５　 退職給付引当金の増加額（△は減少額） 113 19

　６　 定期修繕引当金の増加額（△は減少額） △ 2,480 7

　７　 特別修繕引当金の増加額（△は減少額） 12 △42

　８　 賞与引当金の増加額（△は減少額） △ 228 △13

　９　 受取利息及び受取配当金 △ 21 △27

　10　 支払利息 480 605

　11　 売上債権の減少額（△は増加額） △ 636 △2,286

　12　 たな卸資産の減少額（△は増加額） △ 766 192

　13　 立替揮発油税等の減少額（△は増加額） △ 6,241 2,763

　14　 仕入債務の増加額（△は減少額） △ 281 90

　15　 未払費用の増加額（△は減少額） 368 2,523

　16　 未払消費税等の増加額（△は減少額） △ 893 △43

　17　 未払揮発油税等の増加額(△は減少額) 5,944 △2,632

　18　 その他 1,110 752

　　　　小計 2,133 8,824

　19　 利息及び配当金の受取額 21 27

　20　 利息の支払額 △ 632 △595

　21　 法人税等の支払額 △ 1,590 △271

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 68 7,984

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有形固定資産の取得による支出 △ 6,247 △1,043

　２　無形固定資産の取得による支出 △ 67 △14

　３　投資有価証券の売却による収入 778 32

　４　貸付けによる支出 △ 15 ―

　５　その他 54 △44

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,496 △1,071
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純増減額 9,800 △1,400

　２　長期借入金の返済による支出 △ 3,483 △4,561

　３　配当金の支払額 △ 496 △372

　４　少数株主に対する配当金の支払額 － △39

　５　その他 △ 0 △ 0

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 5,819 △ 6,374

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額（△は減少額） 255 539

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 4,051 4,306

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高
(注
１)

4,306 4,845
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　 ２社

連結子会社の名称

株式会社ジェネックス

東亜テックス株式会社

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　 　２社

連結子会社の名称

同左

(2) 非連結子会社

東石商事株式会社

＜連結の範囲から除いた理由＞

非連結子会社1社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

(2) 非連結子会社

同左

＜連結の範囲から除いた理由＞

非連結子会社1社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

なお、同社は平成19年４月20日に解散を決議し、平成19年６

月28日に清算結了いたしました。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

東石商事株式会社

扇島石油基地株式会社

東扇島オイルターミナル株式会社

＜持分法を適用しない理由＞

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金等(持分に見合う額)に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適

用から除外しております。

 

３　連結決算日の変更に関する事項

当社は平成17年10月31日に昭和シェル石油株式

会社を割当先とする第三者割当増資を行い、 同社が当社の

親会社となりました。同社と事業年度を統一し、連結決算に

対して適正かつ的確に対応するため、平成18年６月29日開

催の第133回定時株主総会決議により決算日を従来の３月

31日から12月31日に変更いたしました。これに伴い、当連結

会計年度は平成18年４月１日から平成18年12月31日の９ヶ

月決算となっております。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

同左

＜持分法を適用しない理由＞

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金等(持分に見合う額)に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適

用から除外しております。

なお、東石商事株式会社は平成19年４月20日に解散を決議

し、平成19年６月28日に清算結了いたしました。

                
                   
                  ――――――――

４　連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致してお

ります。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

５　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの・・・連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　　　　　　　同左

時価のないもの・・・移動平均法による原価法

②たな卸資産

補助材料、貯蔵品は移動平均法による原価法

②たな卸資産

同左
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　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

当社は定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定

額法によっております。

また、連結子会社2社は定額法を採用しております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

当社は定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定

額法によっております。

また、連結子会社2社は定額法を採用しております。

平成19年４月１日以降に取得した減価償却資産について

は、改正後の法人税法に基づく方法によっております。

（会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律　平

成19年3月30日　法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得し

たものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更

しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益は、それぞれ15百万円減少しております。

②無形固定資産

定額法によっております。なお、のれんについては５年間で

均等償却しております。また、当社グループ利用のソフト

ウェアについては、当社グループ内における利用可能期間

(５年)に基づいております。

②無形固定資産

同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、 一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、 一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

なお、当連結会計年度末においては、過去の貸倒実績及び回

収不能と見込まれる債権残高がないため、計上しておりま

せん。

　　②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しております。

　　②賞与引当金

同左
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　 前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成18年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年１月１日

　至　平成19年12月31日)

　　　③役員賞与引当金

役員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。　　

　　(会計方針の変更） 

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）

を適用しております。   

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益が、8百万円減少しております。

　

　　　③役員賞与引当金

役員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

　　④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会計

年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異は、15年による均等額を

費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (14年) に

よる均等額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

数理計算上の差異の費用処理年数は、従来、15年を採用して

おりましたが、従業員の平均残存勤務期間を見直した結果、

当連結会計年度より費用処理年数14年を採用しておりま

す。

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益が、3百万円減少しております。

　　④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会計

年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異は、15年による均等額を

費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (14年) に

よる均等額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

⑤特別修繕引当金

消防法により定期開放点検が義務づけられた油槽に係る点

検修繕費用の支出に備えるため、支出実績に基づき開放点

検修繕費用を見積り、当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しております。

　　　⑤特別修繕引当金

同左

⑥定期修繕引当金

機械装置に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出実

績に基づき定期修繕費用を見積り、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。

　

⑥定期修繕引当金

同左

　(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　

 

　(4) 重要なリース取引の処理方法

                           同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用しております。

　(5) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

③ヘッジ方針

変動金利による借入金に対する金利相場の変動リスクを回

避することを目的としており、投機的な取引は行っており

ません。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理が認められる条件をす

べて満たしているため、その判定をもって有効性の判定に

代えております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

　(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①繰延資産の処理方法

開業費

5年間で均等償却を行っております。

　(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①繰延資産の処理方法

開業費

同左

②消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。

　　　　　　　　　――――――――
 

②消費税等の会計処理方法

同左

 

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法

によっております。

６　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

 

　

６　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　

　　　　　　　　前連結会計年度 
　　　　　　(自　平成18年４月１日 
　　　　　　 至　平成18年12月31日) 　　　　　　

　　　　　　 　　当連結会計年度
　　　　　　(自　平成19年１月１日
　　　　　　 至　平成19年12月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日

　企業会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員

会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号）を適用

しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、21,975百万

円であります。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における

連結貸借対照表の「純資産の部」については、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。
　　　　　 　

―――――――
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表示方法の変更

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において「営業権」として掲記されていた

ものは、当連結会計年度から「のれん」と表示しておりま

す。

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において流動負債の「その他」に含めて表

示しておりました「役員賞与引当金」（前連結会計年度８

百万円）は、当連結会計年度から区分掲記しております。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「固定資産処分損」（前連結会計年度

27百万円）については、営業外費用に占める金額が重要なも

のとなりましたので当連結会計年度より区分掲記しており

ます。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「固定資産税」（前連結会計年度56百

万円）については、営業外費用に占める金額が重要なものと

なりましたので当連結会計年度より区分掲記しております。
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注記事項

　

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

（注1） 担保に供している資産

　(1) 下記の資産は工場財団、設備建設資金等のため、長期借入

金（一年内返済予定の長期借入金を含む）　 21,212百万円

の担保に供しております。 

預金 3,495百万円

売掛金 1,166

貯蔵品 94

建物 1,713

構築物 4,169

油槽 1,021

機械及び装置 30,307

土地 8,009

計 49,976

　　

（注1） 担保に供している資産

　(1) 下記の資産は工場財団、設備建設資金等のため、長期借入

金（一年内返済予定の長期借入金を含む）　17,131百万円

の担保に供しております。 

預金 3,873百万円

売掛金 1,248

貯蔵品 82

建物 1,633

構築物 3,895

油槽 970

機械及び装置 27,679

土地 8,009

計 47,392

　

　(2) 上記の他に当社は連結子会社である㈱ジェネックスの借

入金に対して以下の資産を担保に供しております。 

㈱ジェネックスの株式 　　1,680百万円

㈱ジェネックスに対する長期貸

付金

2,520百万円

　

　(2) 上記の他に当社は連結子会社である㈱ジェネックスの借

入金に対して以下の資産を担保に供しております。 

㈱ジェネックスの株式 1,680百万円

㈱ジェネックスに対する長期貸

付金

2,520百万円

　

　(3) 川崎南税務署へ揮発油税および地方道路税の納期限延長

のため、土地6,660百万円を、延納税額18,444百万円の担保

に供しております。

　 

　(3) 川崎南税務署へ揮発油税および地方道路税の納期限延長

のため、土地6,660百万円を、延納税額　16,625百万円の担保

に供しております。

　 

（注2） 非連結子会社及び関連会社に対するものは以下のとお

りであります。

投資有価証券（株式）　　　　　1,470百万円

　

（注2） 非連結子会社及び関連会社に対するものは以下のとお

りであります。

投資有価証券（株式）　　　　  1,460百万円

 3　 偶発債務

　(保証債務）

　　 従業員の住宅取得資金の銀行借入金に対して

　　 84百万円の保証を行っております。

 3    偶発債務

　(保証債務）

　　 従業員の住宅取得資金の銀行借入金に対して

　　 66百万円の保証を行っております。
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（注1）　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金

額は以下のとおりであります。

給与手当 326百万円

租税公課 155

役員報酬 120

賞与引当金繰入額 88

退職給付費用 22

役員賞与引当金繰入額 8

（注1）　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および金

額は以下のとおりであります。

給与手当 367百万円

租税公課 226

賞与引当金繰入額 163

役員報酬 122

退職給付費用 31

役員賞与引当金繰入額 10

（注2）　固定資産処分損の内訳は以下のとおりであります。

構築物 121百万円

機械及び装置 141

その他 1

（注2）　固定資産処分損の内訳は以下のとおりであります。

建物 1百万円

構築物 1

機械及び装置 10

その他 9

　　　　　　　　――――――――

（注3）　前期損益修正益の内訳は以下のとおりであります。

特別修繕引当金取崩益 57百万円

配管撤去費用修正額 40

火災事故損失修正額 12

　　

　　
　　　　　　　　――――――――

 

（注4）　固定資産処分損の内訳は以下のとおりであります。

構築物 137百万円

機械及び装置 3
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　

 1.　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 124,435,000― ― 124,435,000

 2.　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 11,603 2,095 ― 13,698

　（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次の通りであります。

　　単元未満株式の買取による増加　　　2,095株

　

 3.　配当に関する事項

　(1)配当金支払額

　　　　平成18年６月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　  ①配当金の総額　　　　     497百万円

　　　　②１株当たり配当額　　　　       4円

　　　　③基準日　　　　　　平成18年３月31日

　　　　④効力発生日　　　　平成18年６月30日　

　(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　平成19年３月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　　①配当金の総額　　　　　　373百万円

　　　　②配当の原資　　　　　 　利益剰余金

　　　　③１株当たり配当額 　　　 　　　3円

　　　　④基準日　　　　　 平成18年12月31日

　　　　⑤効力発生日　　　 平成19年３月28日　
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当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

 1.　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 124,435,000― ― 124,435,000

 2.　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 13,698 1,327 ― 15,025

　（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次の通りであります。

　　単元未満株式の買取による増加　　　 1,327株

　

 3.　配当に関する事項

　(1)配当金支払額

　　　　平成19年３月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　  ①配当金の総額　　　　     373百万円

　　　　②１株当たり配当額　　　　       3円

　　　　③基準日　　　　　　平成18年12月31日

　　　　④効力発生日　　　　平成19年３月28日　

　(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　平成20年３月26日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　　①配当金の総額　　　　　　497百万円

　　　　②配当の原資　　　　　 　利益剰余金

　　　　③１株当たり配当額 　　　 　　 ４円

　　　　④基準日　　　　　 平成19年12月31日

　　　　⑤効力発生日　　　 平成20年３月27日　
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（注１）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借　対照

表に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年12月31日)

現金及び預金勘定 3,810百万円

預け金勘定 496

現金及び現金同等物 4,306
　　

（注１）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年12月31日)

現金及び預金勘定 4,353百万円

預け金勘定 492

現金及び現金同等物 4,845
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(リース取引関係)

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
　至　平成19年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側） （借主側）

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額  １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

　 相当額及び期末残高相当額 　 相当額及び期末残高相当額

車両及び運搬具 車両及び運搬具

(百万円)　　　 (百万円)　　　

取得価額相当額 93 取得価額相当額 93

減価償却累計額相当額 21 減価償却累計額相当額 34

期末残高相当額 72 期末残高相当額 59

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残 　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残 

　 高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い 　 高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

　 ため、支払利子込み法により算定しております。 　 ため、支払利子込み法により算定しております。

 ２ 未経過リース料期末残高相当額  ２ 未経過リース料期末残高相当額 

1年以内13百万円 1年以内13百万円

1 年 超59 1 年 超45

合 計72 合 計59

　　 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過 　　  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

　  リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占 　   リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

　　める割合が低いため、支払利子込み法により算定し 　　 める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

　　ております。 　　 ております。

 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額  ３ 支払リース料及び減価償却費相当額

　 　支払リース料 10百万円　 　支払リース料 13百万円

　　 (減価償却費相当額) 　　 (減価償却費相当額)

 ４ 減価償却費相当額の算定方法  ４ 減価償却費相当額の算定方法

　 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする 　  

　定額法によっております。 　　　　　　　　　　 同左
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　　①株式 297 1,563 1,265 303 1,331 1,027

計 297 1,563 1,265 303 1,331 1,027

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

区分
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
  至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

売却額（百万円） 778 32

売却益の合計額（百万円） 611 29

　

３　時価評価されていない有価証券

　

区分

前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) その他有価証券

①　非上場株式 757 754

計 757 754

(2) 子会社株式及び関連会社株式

①　関連会社株式 ―（注） 1,460

計 ―（注） 1,460

（注）関連会社株式を当連結会計年度より注記することといたしました（前連結会計年度1,470百万円）。
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(デリバティブ取引関係)

　

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　当社グループは金利変動リスクを回避するため、変動金利

借入の一部について変動金利を固定金利に変換する金利ス

ワップ取引を行っております。

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有し

ております。

　また、当社グループのデリバティブ取引の契約先はいずれ

も信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクはほとんどないと判断してお

ります。

　金利スワップ取引は、当社グループの「決裁権限規程」に

基づき決裁権限者の承認を得ております。

同左

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(自　平成18年４月1日　至　平成18年12月31日）

　

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、注記の対象から除いており

ます。

　

当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、注記の対象から除いており

ます。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職
年金制度及び退職一時金制度を設けております。

　　なお、当社は第100期より勤続10年以上の従業員の退職金の
50％相当分については適格退職年金制度に移行しておりま
す。

　　また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合が
あります。

１　採用している退職給付制度の概要

同左
　　
　　

２　退職給付債務に関する事項(平成18年12月31日)

(1) 退職給付債務 △5,235百万円

(2) 年金資産 2,462

(3) 未積立退職給付債務

((1)＋(2))
△2,772

(4) 会計基準変更時差異の

未処理額
967

(5) 未認識数理計算上の差異 198

(6) 連結貸借対照表計上額純額

((3)＋(4)＋(5))
△1,606

(7) 退職給付引当金(6) △1,606

　

２　退職給付債務に関する事項(平成19年12月31日)

(1) 退職給付債務 △5,313百万円

(2) 年金資産 2,540

(3) 未積立退職給付債務

((1)＋(2))
△2,772

(4) 会計基準変更時差異の

未処理額
850

(5) 未認識数理計算上の差異 296

(6) 連結貸借対照表計上額純額

((3)＋(4)＋(5))
△1,625

(7) 退職給付引当金(6) △1,625

　
３　退職給付費用に関する事項

　　(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

(1) 勤務費用 222百万円

(2) 利息費用 58

(3) 期待運用収益 △138

(4) 会計基準変更時差異の

費用処理額
87

(5) 未認識数理計算上の差異の

費用処理額
34

(6) 退職給付費用

((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5))
264

　

３　退職給付費用に関する事項

　　(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

(1) 勤務費用 304百万円

(2) 利息費用 89

(3) 期待運用収益 △160

(4) 会計基準変更時差異の

費用処理額
117

(5) 未認識数理計算上の差異の

費用処理額
33

(6) 退職給付費用

((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5))
384

　
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の

期間配分方法
期間定額基準

(2) 割引率 1.75％

(3) 期待運用収益率 8.00％

(4) 数理計算上の差異の処理年数 14年

(発生時の従業員

の平均残存勤務

期間以内の一定

の年数による定

額法により、翌連

結会計年度から

費用処理するこ

ととしておりま

す。)

(5) 会計基準変更時差異の

処理年数
　15年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の

期間配分方法
期間定額基準

(2) 割引率 1.75％

(3) 期待運用収益率 6.50％

(4) 数理計算上の差異の処理年数 14年

(発生時の従業員

の平均残存勤務

期間以内の一定

の年数による定

額法により、翌連

結会計年度から

費用処理するこ

ととしておりま

す。)

(5) 会計基準変更時差異の

処理年数
　15年
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

繰延税金資産

　　流動資産

　　　未払事業税 31百万円

　　　未払事業所税 11

　　　賞与引当金損金算入限度

　　　超過額
140

　　　その他 155

　　流動資産計 337

　　固定資産

　　　特別修繕引当金損金算入限

　　　度超過額
265

　　　退職給付引当金損金算入限

　　　度超過額
647

　　　定期修繕引当金損金算入限

　　　度超過額
1,117

　　　未実現利益の消去 58

　　　その他 474

　　固定資産計 2,562

　繰延税金資産計 2,900

　繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金 △514

　繰延税金負債計 △514

　繰延税金資産の純額 2,385

　

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

　　

繰延税金資産

　

　　流動資産

　　　未払事業税 131百万円

　　　未払事業所税 15

　　　賞与引当金 135

　　　その他 249

　　流動資産計 531

　　固定資産

　　　特別修繕引当金 208

　　　退職給付引当金 656

　　　定期修繕引当金損 1,115

　　　未実現利益の消去 11

　　　その他 1,035

　　固定資産計 3,027

　繰延税金資産小計 3,558

　　 評価性引当額 △717

　繰延税金資産計 2,841

　繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金 △417

　繰延税金負債計 △417

　繰延税金資産の純額 2,423

　

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため、差異の

原因となった主な項目別内訳は記載しておりません。

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間の差異の原因となった主な項目別内訳

　　　法定実行税率 40.6%

　　　交際費等永久に損金

に

　　　算入されない項目

0.7

　　　受取配当金等永久に

益

　　　金に算入されない項

目

△0.1

　　　住民税均等割 0.2

　　　評価性引当額　 34.4

　　　その他 △0.7

　　　税効果適用後の法人

税

　　　等負担率

75.1%
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（セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　

石油事業

（百万円）

電気事業

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

売　　　　上　　　　高

(1)外部顧客に対する売上高 21,065 6,77627,842－ 27,842

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 1,073 2,017 3,091 (3,091) －

計 22,139 8,79330,933 (3,091)27,842

営　　業　　費　　用 19,778 7,96927,747 (3,176)24,570

営　　業　　利　　益 2,361 824 3,185 85 3,271

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

資産 95,23324,684119,918 (4,939)114,978

減価償却費 2,446 1,385 3,831 (85) 3,746

資本的支出 5,854 24 5,878 － 5,878

　

(注)１　事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。　

２　各区分の主な製品

(1)石油事業・・・ガソリン、灯油、軽油、重油等の精製

(2)電気事業・・・電気、蒸気等の供給

３　営業費用のうち、消去又は全社項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４　資産のうち、消去又は全社項目に含めた全社資産（386百万円）の主なものは連結子会社の現金及び預金でありま

す。

５　減価償却費および資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。
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当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

石油事業

（百万円）

電気事業

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

売　　　　上　　　　高

(1)外部顧客に対する売上高 27,50610,12737,633－ 37,633

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 1,781 3,249 5,030 (5,030) －

計 29,28713,37642,664 (5,030)37,633

営　　業　　費　　用 26,05112,30138,352 (5,145)33,207

営　　業　　利　　益 3,235 1,075 4,311 114 4,425

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

資産 93,26523,585116,851 (4,932)111,918

減価償却費 2,959 1,858 4,818 (114) 4,704

資本的支出 822 313 1,136 － 1,136

　

(注)１　事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。　

２　各区分の主な製品

(1)石油事業・・・ガソリン、灯油、軽油、重油等の精製

(2)電気事業・・・電気、蒸気等の供給

３　営業費用のうち、消去又は全社項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４　資産のうち、消去又は全社項目に含めた全社資産（474百万円）の主なものは連結子会社の現金及び預金でありま

す。

５　減価償却費および資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。

６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法（会計方針の変更）に記載の通り、法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律　平成

19年3月30日　法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令第83号））に

伴い、平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。こ

れにより、「石油事業」で11百万円、「電気事業」で３百万円、それぞれ営業費用が増加し、営業利益が同額減少

しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　

海外売上高がないため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

海外売上高がないため、記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引
金額
(百万円)

科目
期末
残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
昭和シェル
石油㈱

東京都
港区

34,197

石油精製及び
生産品・輸入
品・購入品の
販売

直接
50.15

間接
　―

兼任２名
転籍４名

石油精製
受託取引
燃料仕入
 

受託精製料(1) 20,788売掛金 2,581

燃料購買(2) 2,364買掛金 321

賃借料(3) 2,328未払費用 258

揮発油税等(4) 85,760

　
立替揮発
油税等
　
　

35,695

資金の借入（5） 9,800
短期
借入金

19,400

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 当社と昭和シェル石油㈱とは石油精製の受委託契約を締結しており、受託料は年度協議により決定して

おります。

(2) 当社は、昭和シェル石油㈱より㈱ジェネックス向けの燃料を仕入れ、取引価格は市況を勘案し決定してお

ります。

(3) 当社は、昭和シェル石油㈱が所有する川崎製油所の運営を承継し、賃借料は年度協議により決定しており

ます。

(4) 立替揮発油税等については、当社より出荷し、昭和シェル石油㈱が販売している石油製品に係る税金の立

替であり、揮発油税法に定める支払条件と同様であります。

(5) 昭和シェル石油㈱の運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネージメント・サービス）に参加して、資金の貸

借取引を行っております。

　取引金利については市場金利を勘案して合理的に決定しております。　　

(6) 川崎南税務署への揮発油税及び地方道路税の納期限延長のために担保(7,999百万円)の提供を受けてお

ります。

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

２　関連会社

　

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引
金額
(百万円)

科目
期末
残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社

扇島石油基
地㈱

神奈川県
横浜市
鶴見区

1,000
原油の
受入業務

直接
50

間接
　―

兼任2名
転籍1名

原油の
受入業務
委託

基地利用料(1) 107未払費用 10

資金の貸付(2) 300
短期
貸付金

385

東扇島
オイルター
ミナル㈱

神奈川県
川崎市
川崎区

2,000
原油・製品の
保管及び受払
施設の貸与

直接
48

間接
　―

兼任4名
転籍－名

原油・製
品の保管
委託

原油・製品保管料
及び設備賃借料(3)

449未払費用 60

賃貸料(3) 117 ― ―
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取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 当社は、出資比率に応じた設備の利用権を保有しており、利用料は年度協議により決定しております。

(2) 貸付金に対する受取利息については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。

(3) 当社は、出資比率に応じたタンクの利用権を保有しており、保管料は年度協議により決定しております。

なお、受取賃貸料については、土地賃貸借契約に基づき、取引実勢を勘案して決定しております。

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
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当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引
金額
(百万円)

科目
期末
残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
昭和シェル
石油㈱

東京都
港区

34,197

石油精製及び
生産品・輸入
品・購入品の
販売

直接
50.15

間接
　―

兼任２名
転籍４名

石油精製
受託取引
燃料仕入
 

受託精製料(1) 27,178売掛金 4,811

燃料購買(2) 4,161買掛金 397

賃借料(3) 2,940未払費用 257

揮発油税等(4) 98,115

　
立替揮発
油税等
　
　

32,931

資金の借入（5） △1,400
短期
借入金

18,000

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 当社と昭和シェル石油㈱とは石油精製の受委託契約を締結しており、受託料は年度協議により決定して

おります。

(2) 当社は、昭和シェル石油㈱より㈱ジェネックス向けの燃料を仕入れ、取引価格は市況を勘案し決定してお

ります。

(3) 当社は、昭和シェル石油㈱が所有する川崎製油所の運営を承継し、賃借料は年度協議により決定しており

ます。

(4) 立替揮発油税等については、当社より出荷し、昭和シェル石油㈱が販売している石油製品に係る税金の立

替であり、揮発油税法に定める支払条件と同様であります。

(5) 昭和シェル石油㈱の運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネージメント・サービス）に参加して、資金の貸

借取引を行っております。

　取引金利については市場金利を勘案して合理的に決定しております。　　

(6) 川崎南税務署への揮発油税及び地方道路税の納期限延長のために担保(7,999百万円)の提供を受けてお

ります。

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

２　関連会社

　

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引
金額
(百万円)

科目
期末
残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社

扇島石油基
地㈱

神奈川県
横浜市
鶴見区

1,000
原油の
受入業務

直接
50

間接
　―

兼任2名
転籍1名

原油の
受入業務
委託

基地利用料(1) 148未払費用 15

資金の貸付(2)  ―
短期
貸付金

385

施設撤去費用（3） 1,625
長期
未払金

1,625

東扇島
オイルター
ミナル㈱

神奈川県
川崎市
川崎区

2,000
原油・製品の
保管及び受払
施設の貸与

直接
48

間接
　―

兼任5名
転籍－名

原油・製
品の保管
委託

原油・製品保管料
及び設備賃借料(4)

722未払費用 67

賃貸料(4) 143 ― ―
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取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 当社は、出資比率に応じた設備の利用権を保有しており、利用料は年度協議により決定しております。

(2) 貸付金に対する受取利息については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。

(3) 施設撤去費用の積算額に基づき、出資比率に応じて決定しております。

(4) 当社は、出資比率に応じたタンクの利用権を保有しており、保管料は年度協議により決定しております。

なお、受取賃貸料については、土地賃貸借契約に基づき、取引実勢を勘案して決定しております。

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
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(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

1株当たり純資産額 176.62円 1株当たり純資産額 175.59円

1株当たり当期純利益 9.96円 1株当たり当期純利益 3.10円

　

(注)　1　潜在株式調整後1株当たり当期純利益については潜在株式がないため、記載しておりません。

　

2　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　

項　　　　目
前連結会計年度

(自 平成18年４月１日
至 平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年１月１日
至 平成19年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益

(百万円)

1,239 386

普通株主に帰属しない金額の

主な内訳(百万円)

－ －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,239 386

普通株式の期中平均株式数(千株) 124,421 124,420
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

――――――――――――――― （東扇島オイルターミナル株式会社の完全子会社化およ

び合併）

　当社は、昭和シェル石油株式会社の連結子会社（出資比

率：52%）であり、かつ当社の関連会社（出資比率：48%）

である、東扇島オイルターミナル株式会社（以下「ＥＯ

Ｔ」という）を当社の完全子会社化すること及び当社に

よるＥＯＴの吸収合併について最終合意し、平成19年12月

25日、株式譲渡契約書（昭和シェル石油株式会社、当社

間）並びに合併契約書（当社、ＥＯＴ間）を締結しまし

た。

　当社は、株式譲渡契約書に基づいて平成20年２月25日に

ＥＯＴ株式を取得し、また、合併契約書に基づいて平成20

年３月１日を効力発生日とする吸収合併を行いました。

１.　被取得企業の名称及び事業の内容

　名称：東扇島オイルターミナル株式会社

　事業の内容：石油製品の貯蔵受払

２.　合併を行った主な理由

　ＥＯＴは、当社と深い事業関連性を有しており、当社が属

する昭和シェル石油グループにおける京浜地区の主要オ

イルターミナルであります。ＥＯＴとの一体化により、当

社事業の基盤を強化し企業価値の向上を図るものです。

３.　合併の効力発生日

　　 平成20年３月１日

４.　合併の法的形式

　当社を吸収合併存続会社、ＥＯＴを吸収合併消滅会社と

して簡易吸収合併を実施しました。

５.　合併後企業の名称

　　 東亜石油株式会社

６.　取得した議決権比率

　　　100.0％

７.　被取得企業の事業の取得原価及びその内訳

    取得の対価

　ＥＯＴ株式 2,000　百万円

取得に直接要した費用 －

取得原価 2,000　百万円

８.　発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及

び償却期間

　(1)　負ののれんの金額

　　　　 260百万円

　(2)　発生原因

　取得価額総額のうち、ＥＯＴの資産・負債の帳簿価額を

下回ることにより発生したものであります。

　(3)　償却の方法及び償却期間

　　　 　２年間で均等償却
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

             
            ―――――――――――――――

９.　合併効力発生日に受け入れた資産及び引受けた負債の

額並びにその主な内訳

　流動資産 476　百万円

　固定資産 5,885

資産　計 6,361　百万円

　流動負債 3,149　百万円

　固定負債 951

負債　計 4,101　百万円
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 19,400 18,000 0.51 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 4,561 4,048 1.66 ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

22,081 18,032 2.30
平成21年1月30日　

　～
平成27年9月11日

合計 46,042 40,081 ― ―

(注) １　「平均利率」については借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のと

おりであります。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 6,134 2,048 1,563 1,735

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成18年12月31日)

当事業年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 32 83

　２　売掛金 (注1) 2,675 4,963

　３　補助材料 1,577 1,315

　４　貯蔵品 514 596

　５　前払費用 339 327

　６　繰延税金資産 262 487

　７　未収入金 (注1) 1,046 1,103

　８　立替揮発油税等 (注1) 35,695 32,931

　９　預け金 (注1) 496 492

　10　その他 (注1) 451 1,350

　　　流動資産合計 43,09045.3 43,65246.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 (注2)

　　(1) 建物 6,822 6,823

　　　　減価償却累計額 △4,657 2,165 △ 4,777 2,045

　　(2) 構築物 26,112 26,144

　　　　減価償却累計額 △19,945 6,167 △ 20,554 5,590

　　(3) 油槽 10,236 10,284

　　　　減価償却累計額 △9,215 1,021 △ 9,313 971

　　(4) 機械及び装置 123,863 124,236

　　　　減価償却累計額 △111,24812,615 △ 113,00011,235

　　(5) 車両及び運搬具 124 73

　　　　減価償却累計額 △109 15 △ 53 20

　　(6) 工具器具備品 1,374 1,406

　　　　減価償却累計額 △1,178 196 △ 1,166 240

　　(7) 土地 19,450 19,450

　　(8) 建設仮勘定 194 243

　　　有形固定資産合計 41,82543.9 39,79742.7
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　 前事業年度
(平成18年12月31日)

当事業年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 302 188

　　(2) 諸施設利用権 2 2

　　　無形固定資産合計 304 0.3 190 0.2

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 2,320 2,086

　　(2) 関係会社株式 (注2) 3,168 3,168

　　(3) 長期貸付金 3 3

　　(4) 関係会社長期貸付金 (注2) 2,520 2,520

　　(5) 長期前払費用 124 110

　　(6) 繰延税金資産 1,800 1,607

　　(7) その他 27 80

　　　投資その他の資産
　　　合計

9,96410.5 9,57610.3

　　　固定資産合計 52,09554.7 49,56453.2

　　　資産合計 95,185100.0 93,217100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 (注1) 321 397

　２　短期借入金 (注1) 19,400 18,000

　３　一年内返済予定の
　　　長期借入金

(注2) 2,926 2,312

　４　未払金 50 128

　５　未払費用 (注1) 2,243 4,984

　６　未払法人税等 139 1,195

　７　未払消費税等 861 767

　８　未払揮発油税等 (注2) 33,995 31,363

　９　賞与引当金 325 312

　10　役員賞与引当金 7 10

　11　その他 652 972

　　　流動負債合計 60,92364.0 60,44564.9

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 (注2) 7,196 4,883

　２　長期未払金 (注1) － 1,625

　３　退職給付引当金 1,492 1,505

　４　特別修繕引当金 1,184 1,142

　５　定期修繕引当金 2,679 2,572

　６　その他 750 435

　　　固定負債合計 13,30214.0 12,16413.0

　　　負債合計 74,22678.0 72,61077.9
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　 前事業年度
(平成18年12月31日)

当事業年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 8,4158.8 8,4159.0

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 4,687 4,687

　　　　資本剰余金合計 4,6874.9 4,6875.0

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 499 499

　　(2) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 6,608 6,397

　　　　利益剰余金合計 7,1087.5 6,8977.4

　４　自己株式 △2 △0.0 △ 2 △ 0.0

　　　株主資本合計 20,20821.2 19,99721.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

751 0.8 610 0.7

　　　評価・換算差額等合計 751 0.8 610 0.7

　　　純資産合計 20,95922.0 20,60722.1

　　　負債純資産合計 95,185100.0 93,217100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 (注1)

　1　受託精製収入 20,788 27,178

　2　商品売上 1,072 21,860100.0 1,780 28,958100.0

Ⅱ　売上原価 (注1)

　1　受託精製原価 16,522 20,633

　2　期首商品たな卸高 ― ―

　3　当期商品仕入高 2,364 4,161

　　　合計 2,364 4,161

　4　期末商品たな卸高 ― ―

　5　商品売上原価 2,364 18,88686.4 4,161 24,79585.6

　　　売上総利益 2,97413.6 4,16314.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 (注2) 711 3.2 1,0083.5

　　　営業利益 2,26310.4 3,15410.9

Ⅳ　営業外収益

　1　受取利息 (注1) 103 138

　2　受取配当金 (注1) 16 79

　3　受取賃貸料 (注1) 120 147

　4　その他 64 305 1.4 35 401 1.4

Ⅴ　営業外費用

　1　支払利息 (注1) 147 194

　2　固定資産税 56 94

　3　固定資産処分損 (注3) 261 18

　4  その他 5 471 2.2 10 318 1.1

　　　経常利益 2,0969.6 3,23811.2

Ⅵ　特別利益

  1  前期損益修正益 (注4) ― 110

  2  投資有価証券売却益 611 29

　3  その他 50 661 3.0 ― 139 0.5

Ⅶ　特別損失

　1　火災事故損失 577 ―

　2　配管撤去費用 450 ―

　3　固定資産処分損 (注5) ― 140

　4　関係会社事業整理損失 ― 1,625

　5　その他 ― 1,0274.7 137 1,9036.6

　　　税引前当期純利益 1,7317.9 1,4745.1

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

142 1,247

　　　法人税等調整額 572 715 3.3 64 1,3124.5

　　　当期純利益 1,0164.6 162 0.6
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製造原価(受託精製原価)明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 1,301 7.9 1,770 8.6

Ⅱ　労務費 3,484 21.1 4,621 22.4

Ⅲ　経費 11,735 71.0 14,241 69.0

当期製造費用 16,522100.0 20,633100.0

(当期受託精製原価)

(注) １　原価計算の方法………各事業年度の費用別精製費用の集計であります。

２　労務費には賞与引当金繰入額1,083百万円(前事業年度806百万円)及び退職給付費用321百万円(前事業年度217

百万円)が含まれております。

３　経費には減価償却費2,924百万円(前事業年度2,421百万円)、特別修繕引当金繰入額214百万円(前事業年度121

百万円)及び定期修繕引当金繰入額2,403百万円（前事業年度1,853百万円）が含まれております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　

株主資本
評価・

換算差額等

純資産

合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額

金

評価・

換算差額

等合計資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他

利益剰余

金 利益

剰余金

合計繰越

利益

剰余金

平成18年3月31日残

高

（百万円）

8,4154,6874,687 499 6,0996,599 △ 2 19,6991,1341,13420,834

事業年度中の変動

額

　剰余金の

  配当（注）
△ 497 △ 497 △ 497 △ 497

　役員賞与

  (注）
△ 10 △ 10 △ 10 △ 10

　当期純利益 1,0161,016 1,016 1,016

　自己株式

　の取得
△ 0 △ 0 △ 0

　株主資本以

  外の項目の

  事業年度中

　の変動額

　(純額)

△ 383 △ 383 △ 383

事業年度中の変動

額合計

（百万円）

508 508 △ 0 508 △ 383 △ 383 125

平成18年12月31日残

高

（百万円）

8,4154,6874,687 499 6,6087,108 △ 2 20,208 751 751 20,959

　（注）１　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本
評価・

換算差額等

純資産

合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額

金

評価・

換算差額

等合計資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他

利益剰余

金 利益

剰余金

合計繰越

利益

剰余金

平成18年12月31日残

高

（百万円）

8,4154,6874,687 499 6,6087,108 △ 2 20,208 751 751 20,959

事業年度中の変動

額

　剰余金の

  配当
△ 373 △ 373 △ 373 △ 373

　当期純利益 162 162 162 162

　自己株式

　の取得
△0 △0 △0

　株主資本以

  外の項目の

  事業年度中

　の変動額

　(純額)

△ 141 △ 141 △ 141

事業年度中の変動

額合計

（百万円）

△ 210 △ 210 △0 △ 211 △ 141 △ 141 △ 352

平成19年12月31日残

高

（百万円）

8,4154,6874,687 499 6,3976,897 △ 2 19,997 610 610 20,607
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　有価証券の評価基準および評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの…当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)を採用しております。

１　有価証券の評価基準および評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの…同左

　　　時価のないもの…移動平均法による原価法を採用しております。　　　時価のないもの…同左

２　たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　補助材料・貯蔵品は移動平均法による原価法によっており

ます。

２　たな卸資産の評価基準および評価方法

同左

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法に

よっております。

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法に

よっております。

　平成19年４月１日以降に取得した減価償却資産について

は、改正後の法人税法に基づく方法によっております。

（会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律平成

19年３月30日　法律第６号）及び（法人税法施行令の一部

を改正する政令　平成19年３月30日　政令第83号））に伴な

い、平成19年４月１日以降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更しております。

  この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が、11百万円減少しております。

　(2) 無形固定資産

　　　定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。

　(2) 無形固定資産

同左

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　なお、当事業年度末においては、過去の貸倒実績及び回収

不能と見込まれる債権残高がないため、計上しておりませ

ん。

　(2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に充てるため、次期支給見積額のうち当

事業年度末に発生していると認められる額を計上しており

ます。

　(2) 賞与引当金

同左

　(3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

（会計方針の変更）

　当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）を

適用しております。

　この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益が、7百万円減少しております。

　(3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

　　　なお、会計基準変更時差異は、15年による均等額を費用処理

しております。

　　　数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(14年)による定額法により、それ

ぞれ翌事業年度から費用処理することとしております。

　　　数理計算上の差異の費用処理年数は、従来、15年を採用して

おりましたが、従業員の平均残存勤務期間を見直した結果、

当事業年度より費用処理年数14年を採用しております。

　この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益が、3百万円減少しております。

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

　　　なお、会計基準変更時差異は、15年による均等額を費用処理

しております。

　　　数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(14年)による均等額を、それぞれ

翌事業年度から費用処理することとしております。

　　　

　　　

　　　

　　　

　(5) 特別修繕引当金

　　　消防法により定期開放点検が義務づけられた油槽に係る点

検修繕費用の支出に備えるため、支出実績に基づき開放点

検修繕費用を見積り、当事業年度末に発生していると認め

られる額を計上しております。

　(5) 特別修繕引当金

同左

　(6) 定期修繕引当金

　　　製油所の機械装置に係る定期修繕費用の支出に備えるた

め、支出実績に基づき定期修繕費用を見積り、当事業年度末

に発生していると認められる額を計上しております。

　(6) 定期修繕引当金

同左

５　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５　リース取引の処理方法

　　　　　　　　　　　 同左

６　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用しております。

６　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　　　　　　　　　 同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ

対象は以下のとおりであります。

　　　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　　　ヘッジ対象…借入金の利息

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　　　　　　 同左

　(3) ヘッジ方針

　変動金利による借入金に対する金利相場の変動リスクを

回避することを目的としており、投機的な取引は行ってお

りません。

　(3) ヘッジ方針

　　　　　　　　　　　 同左

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理が認められる条件をす

べて満たしているため、その判定をもって有効性の判定に

代えております。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　　　　　　 同左

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

ります。

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　(1)　消費税等の会計処理方法

　　　　　　　　　　　 同左
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(会計処理の変更)

　

　　　　　　　　　　前事業年度
　　　　　　　(自　平成18年４月１日
　　　　　　　 至　平成18年12月31日)

　　　　　　　　　　当事業年度
　　　　　　　(自　平成19年１月１日
　　　　　　　 至　平成19年12月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月9日　企

業会計基準第5号）および「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第8号）を適用し

ております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は、20,959百万

円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対

照表の「純資産の部」については、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。
　

　　　　　　　　

――――
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表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
  至　平成19年12月31日)

（貸借対照表）

　前事業年度において長期貸付金として掲記していた関係会

社に対する貸付金について当事業年度より区分掲記するこ

とに変更しました。なお、前期は長期貸付金に2,520百万円含

んでおり、その旨を貸借対照表関係注記により表示しており

ます。

――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成18年12月31日)

当事業年度
(平成19年12月31日)

(注1)　関係会社項目

　　関係会社に対する資産および負債には、区分掲記されたも
ののほか、主に次のものがあります。

売掛金 2,675百万円

未収入金 758

立替揮発油税等 35,695

短期貸付金 385

預け金 496

買掛金 321

短期借入金 19,400

未払費用 929
　

(注1)　関係会社項目

　　関係会社に対する資産および負債には、区分掲記されたも
ののほか、主に次のものがあります。

売掛金 4,963百万円

未収入金 884

立替揮発油税等 32,931

短期貸付金 385

預け金 492

立替金 956

買掛金 397

短期借入金 18,000

未払費用 1,033

長期未払金 1,625
　

(注2)　担保に供している資産

　 (有形固定資産)

　　(1) 下記の資産は工場財団を設定し、一年内返済予定の長期借
入金2,446百万円、長期借入金3,926百万円の担保に供して
おります。

建物 1,187百万円

構築物 3,223

油槽 1,021

機械及び装置 12,466

土地 8,009

計 25,907

(注2)　担保に供している資産

　 (有形固定資産)

　　(1) 下記の資産は工場財団を設定し、一年内返済予定の長期借
入金2,132百万円、長期借入金1,793百万円の担保に供して
おります。

建物 1,121百万円

構築物 3,042

油槽 970

機械及び装置 11,128

土地 8,009

計 24,272

　　(2) 上記の他、以下の資産は、㈱ジェネックスの金融機関からの
借入金の担保に供しております。

根質権

㈱ジェネックスの
株式 1,680百万円

債権譲渡担保

㈱ジェネックスに
対する長期貸付金

2,520百万円

　　(2) 上記の他、以下の資産は、㈱ジェネックスの金融機関からの
借入金の担保に供しております。

根質権

㈱ジェネックスの
株式 1,680百万円

債権譲渡担保

㈱ジェネックスに
対する長期貸付金

2,520百万円

　　(3) 川崎南税務署へ揮発油税および地方道路税の納期限延長の
ため、土地6,660百万円を、延納税額18,444百万円の担保に
供しております。

　　　

　　(3) 川崎南税務署へ揮発油税および地方道路税の納期限延長の
ため、土地6,660百万円を、延納税額　　16,625百万円の担保
に供しております。

 3　偶発債務

　 (保証債務)

　　 従業員の住宅取得資金の銀行借入金に対して84百万円の保
証を行っております。

　

 3 　偶発債務

　 (保証債務)

　　 従業員の住宅取得資金の銀行借入金に対して66百万円の保
証を行っております。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(注1)　関係会社項目

　　各科目に含まれている関係会社との主な取引の金額は以下

のとおりであります。

売上高 21,860百万円

売上原価 3,714

受取利息 103

受取賃貸料 117

　

(注1)　関係会社項目

　　各科目に含まれている関係会社との主な取引の金額は以下

のとおりであります。

売上高 28,958百万円

売上原価 5,143

受取利息 138

受取配当金 59

受取賃貸料 143

支払利息 89

　

(注2)　全額一般管理費であり、その主要な費目および金額は

以下のとおりであります。

給与手当及び賞与 184百万円

賞与引当金繰入額 84

役員賞与引当金繰入額 7

退職給付費用 34

役員報酬 80

租税公課 52

賃借料 31

減価償却費 7

会費
　

33
　

(注2)　全額一般管理費であり、その主要な費目および金額は

以下のとおりであります。

給与手当及び賞与 232百万円

賞与引当金繰入額 159

役員賞与引当金繰入額 10

退職給付費用 44

役員報酬 92

租税公課 69

減価償却費 11

　

(注3)　固定資産処分損の内訳は以下のとおりであります。

構築物 121百万円

機械及び装置 138

車両及び運搬具 0

工具器具備品 1

　
―――――
―――――

(注3)　固定資産処分損の内訳は以下のとおりであります。

建物 1百万円

構築物 1

油槽 0

機械及び装置 6

車両及び運搬具 4

工具器具備品 3

　

(注4)　前期損益修正益の内訳は以下のとおりであります。

特別修繕引当金取崩益 57百万円

配管撤去費用修正額 40

火災事故損失費用修正額 12

(注5)　固定資産処分損の内訳は以下のとおりであります。

構築物 137百万円

機械及び装置 3
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 11,603 2,095 ― 13,698
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　2,095株

　

当事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 13,698 1,327 ― 15,025
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　1,327株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

　もの以外のファイナンス・リース取引 　もの以外のファイナンス・リース取引

　
（借主側）

　
（借主側）

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

　相当額及び期末残高相当額 　相当額及び期末残高相当額

車両及び運搬具 車両及び運搬具

(百万円) (百万円)

　　　　取得価額相当額 93 　　　　取得価額相当額 93

　　　　減価償却累計額相当額 21 　　　　減価償却累計額相当額 34

　　　　期末残高相当額 72 　　　　期末残高相当額 59

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形
固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利
子込み法により算定しております。

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

　　 　　　　　　　　1年以内　 　　　13百万円 　　　　　　　　　　1年以内 　　　13百万円

　 　　　　　　　　　1年超 　 　　　59 　　　　　　　　　　1年超 　　　45

　　　　　　　　　　合　計 　　　72　　　 　　　 　　　　　　合　計 　　　59　

　　

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料
期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しております。

　　

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　 　 　 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　　 　 　

　　　支払リース料　　　 　　 10百万円 　　　支払リース料　　　 　　　13百万円

　　(減価償却費相当額)

 

　　(減価償却費相当額)

 

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法
によっております。 　　　　　　　　　　　　同左
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(有価証券関係)

前事業年度（平成18年12月31日）

　　　　　子会社株式及び関連会社株式のうち時価のあるものはありません。

　

当事業年度（平成19年12月31日）

　　　　　子会社株式及び関連会社株式のうち時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成18年12月31日)
当事業年度

(平成19年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　繰延税金資産

　　流動資産

　　　未払事業税 16百万円

　　　未払事業所税 9

　　　賞与引当金損金算入限度超過額 132

　　　その他 103

　　流動資産計 262

　　固定資産

　　　特別修繕引当金損金算入限度超過額 265

　　　退職給付引当金損金算入限度超過額 606

　　　定期修繕引当金損金算入限度超過額 1,088

　　　その他 354

　　固定資産計 2,315

　繰延税金資産計 2,577

　繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金 △514

　繰延税金負債計 △514

　繰延税金資産の純額 2,062
　　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　繰延税金資産

　　流動資産

　　　未払事業税 96百万円

　　　未払事業所税 14

　　　賞与引当金 127

　　　その他 249

　　流動資産計 487

　　固定資産

　　　特別修繕引当金 208

　　　退職給付引当金 611

　　　定期修繕引当金 1,045

　　　その他 877

　　固定資産計 2,742

　繰延税金資産小計 3,230

　　　評価性引当額 △717

　繰延税金資産計 2,512

　繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金 △417

　繰延税金負債計 △417

　繰延税金資産の純額 2,094
　　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間の差異の原因となった主な項目別内訳

　　 法定実効税率と税効果会計適用後の法人等の負担率との間

の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため注記を省

略しております。
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間の差異の原因となった主な項目別内訳

　　法定実効税率 40.6%

　　交際費等永久に損金に算入され

　　ない項目
1.0 

　　受取配当金等永久に益金に算入

　　されない項目
△1.7 

　　住民税均等割 0.2 

　　評価性引当額 48.6 

　  その他 0.1 

　　税効果適用後の法人税等負担率 89.0%
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 168.46円 165.63円

１株当たり当期純利益 8.17円 1.30円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式がな

いため、記載しておりません。

　　　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式がな

いため、記載しておりません。

　　　

1株当たり当期純利益算定上の基礎

 

損益計算書上の

当期純利益
1,016百万円

普通株式に係る当期純利益

1,016百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内

訳

期中平均株式数

　普通株式 124,421千株

損益計算書上の

当期純利益
162百万円

普通株式に係る当期純利益

162百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内

訳

期中平均株式数

　普通株式 124,420千株
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　　　　　　　――――― （東扇島オイルターミナル株式会社の完全子会社化および

合併）

　当社は、連結財務諸表を作成しているため、注記を省略し

ております。なお、詳細につきましては、１ 連結財務諸表等

 (1)連結財務諸表の（重要な後発事象）に記載のとおりで

あります。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資
有価証券

その他
有価証券

石油資源開発株式会社 70,180 573

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 514 430

新潟石油共同備蓄株式会社 851,200 425

株式会社みずほフィナンシャルグループ 300 300

電源開発株式会社 42,720 178

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 89,550 93

住友信託銀行株式会社 67,041 50

神奈川臨海鉄道株式会社 46,000 23

ＪＦＥホールディングス株式会社 1,000 6

株式会社石油産業技術研究所 765 5

計 1,169,270 2,086
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 6,822 14 13 6,823 4,777 131 2,045

　構築物 26,112 42 10 26,14420,554 618 5,590

　油槽 10,236 60 12 10,2849,313 109 971

　機械及び装置 123,863 488 115 124,236113,0001,86011,235

　車両及び運搬具 124 14 66 73 53 6 20

　工具器具備品 1,374 122 90 1,406 1,166 73 240

　土地 19,450 ― ― 19,450 ― ― 19,450

　建設仮勘定 194 817 768 243 ― ― 243

有形固定資産計 188,1801,559 1,077188,662148,8652,80039,797

無形固定資産

　ソフトウェア ― ― ― 510 322 128 188

　諸施設利用権 ― ― ― 2 ― ― 2

無形固定資産計 ― ― ― 512 322 128 190

長期前払費用 200 0 1 199 88 14 110

(注) １　無形固定資産の金額が、資産の総額の百分の一以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

賞与引当金 325 1,242 1,254 ― 312

役員賞与引当金 7 10 7 ― 10

特別修繕引当金 1,184 214 198 57 1,142

定期修繕引当金 2,679 2,403 2,510 ― 2,572

 (注)特別修繕引当金の当期減少額(その他)に掲げる金額は、災害タンクの引当金を取り崩したことによるものです。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金の種類

当座預金 3

普通預金 79

計 83

合計 83

　

② 売掛金

　

相手先 金額(百万円)

昭和シェル石油株式会社 4,811

株式会社ジェネックス 151

計 4,963

　

当事業年度における売掛金の発生・回収及び滞留状況

　

期首残高
(百万円)

(Ａ)

発生高
(百万円)

(Ｂ)

回収高
(百万円)

(Ｃ)

期末残高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

2,675 30,406 28,118 4,963 85.0 46

(注)　消費税等の会計処理方法は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

③ 立替揮発油税等

　

相手先 金額(百万円)

昭和シェル石油株式会社 32,931

計 32,931
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④ 買掛金

　

相手先 金額(百万円)

昭和シェル石油株式会社 397

計 397

　

⑤ 短期借入金

　

借入先 金額(百万円)

昭和シェル石油株式会社 18,000

計 18,000

　

⑥ 未払費用

　

相手先 金額(百万円)

千代田工商株式会社 517

新興プランテック株式会社 508

ＪＦＥエンジニアリング株式会社 468

川崎南税務署 452

昭和シェル石油株式会社 451

その他 2,585

計 4,984

　

⑦ 未払揮発油税等

　

相手先 金額(百万円)

川崎南税務署 31,363

計 31,363
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⑧ 長期借入金

　

借入先 金額(百万円)

株式会社みずほコーポレート銀行 462

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 306

住友信託銀行株式会社 274

株式会社三井住友銀行 223

株式会社新生銀行 153

日本政策投資銀行 130

中央三井信託銀行株式会社 89

農林中央金庫 65

第一生命保険相互会社 60

日本生命保険相互会社 60

明治安田生命保険相互会社 60

　シンジケートローン 3,000

計 4,883

(注)　１　シンジケートローンは、株式会社みずほコーポレート銀行をアレンジャーとして組成された13社に

　よる協調融資であります。
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(3) 【その他】

①　決算日後の状況

該当事項はありません。

　

②　訴訟

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで　

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 １株券、10株券、50株券、100株券、1,000株券、10,000株券、100株未満券

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 併合以外は１枚につき200円(但し、1,000株券への分割を除く)

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。なお、電
子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。
  http://www.toaoil.co.jp

株主に対する特典 該当事項なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第２４条の７第1項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書　　　　事業年度　　自　平成18年４月１日　  平成19年３月27日

　　及びその添付書類　  （第134期）　 至　平成18年12月31日　  関東財務局長に提出

　 

(2) 半期報告書            事業年度     自　平成19年１月１日   平成19年９月14日

                         (第135期中)   至　平成19年６月30日　 関東財務局長に提出

　 

(3) 臨時報告書

　金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号ならびに

同第７号の３の規定（特定子会社の異動ならびに吸収合併）に基づく臨時報告書を平成19年11月８日関東財

務局長に提出

　 

(4) 臨時報告書

　金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号および第

19号の規定（重要な後発事象:当社および当社グループの財政状態および経営成績に著しい影響を与える事

象の発生）に基づく臨時報告書を平成19年12月21日関東財務局長に提出

　 

(5) 臨時報告書の訂正報告書

　訂正報告書（上記(3) 臨時報告書の訂正報告書）を平成19年12月26日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

平成19年３月27日

東亜石油株式会社

取締役会 御中
　

あらた監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　林　　昭　　夫　

　

業務執行社員 公認会計士　　加　　藤　　達　　也

　

　

　

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東亜

石油株式会社の平成18年４月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東亜

石油株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
　

以 上

　
　
　
　
　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成20年３月26日

東亜石油株式会社

取締役会 御中
　

あらた監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　小　　林　　昭　　夫　

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　加　　藤　　達　　也

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東亜石油株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東亜

石油株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
　

以 上

　
　
　
　
　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成19年３月27日

東亜石油株式会社

取締役会 御中
　

あらた監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　林　　昭　　夫

　

業務執行社員 公認会計士　　加　　藤　　達　　也　　

　

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東亜石

油株式会社の平成18年４月１日から平成18年12月31日までの第134期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東亜石油

株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

　

　
　

以 上

　
　
　
　
　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成20年３月26日

東亜石油株式会社

取締役会 御中
　

あらた監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　小　　林　　昭　　夫

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　加　　藤　　達　　也　　

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東亜石油株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第135期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東亜石油

株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

　

　

　

以 上

　
　
　
　
　

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別

途保管しております。
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